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※改ページ 

 

 

 

1.1 将来ビジョン 

（１）地域の実態 

（地域特性） 

【地理】 

本市は、中部圏最大の都市で

ある名古屋市に隣接し、鉄道・道

路・空港などの利便性の高い交

通網と快適な都市基盤を備える

ほか、豊かな自然に恵まれたま

ちであり、名古屋圏を代表する住

宅都市として発展してきた。多く

の人が暮らしやすさを実感する

都市としての利便性、良好な住

環境と豊かな自然が本市の特性

と言える。 

 

【人口動態】 

本市の人口は、高蔵寺ニュータウンを始めとした住宅開発や区画整理により1970年

代に急激に増加し、1980年以降は、緩やかに増加し続けてきた。現状、311,369人（2019

年10月１日現在 住民基本台帳）で微増傾向が続いている。 

今後の人口動態としては、社人研の推計によると2045年には267,694人まで減少する

と見込まれてい

る。また、生産年

齢人口及び年少

人口が減少する

一方で、高齢者

人口は増加し続

け、少子高齢化

が一層進行する

ことが見込まれ

る。 

※2015年までは国勢調査より作成、2020年以降は社人研推計値より作成 

１．全体計画 （自治体全体でのＳＤＧｓの取組）  

【人口の推移と推計】 
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【産業構造】 

  本市は、製造品出荷額等が41年連続日本一の愛知県の中でも、鉄道、高速道路、

県営名古屋空港を始めとする広域交通基盤の結節点としての優位性があるため、近

年、企業の誘致や成

長支援などに積極的

に取り組んでいる。 

  現在の産業構造と

しては、第３次産業が

中心となっており、第

１次産業と第２次産

業の就業者数は減少

傾向である。 

 

※国勢調査（本市を常住地とする就業者数）より作成 

 

【地域資源】 

  本市は、全国有数の実生づくりによる一大サボテン生産地であり、春日井商工会議

所・事業者・市が協力してサボテンプロジェクトを発足し、サボテンを市の特産品・ブラン

ドとして位置づけ、商品開発や市内外へのPRをおこなっている。また、本市は平安時代

の三蹟のひとり、小野道風の生誕伝承地として書道が盛んな地である。そのため、「書

のまち春日井」として、全国公募の書道展の開催や小学校に書道科を新設するなど書

道文化の振興に力を入れている。 

 

【環境への取組】 

  本市は、濃尾平野と尾張丘陵に広がり、緑豊かな東部丘陵やさわやかな風を運ぶ庄

内川に抱かれた豊かな自然環境と良好な都市環境との調和を図りながらまちづくりを進

めている。 

こうした中、2001年９月には、「春日井市環境基本条例」を制定するとともに、環境都

市春日井の実現を目指す「環境都市」を宣言し、2002年３月には環境基本計画を策定、

市民・事業者・市のパートナーシップによる取組みを進める「かすがい環境まちづくりパ

ートナーシップ会議」を設立するなど、環境に関するさまざまな施策を展開してきた。 

※かすがい環境まちづくりパートナーシップ会議：市民、事業者、市の三者協働による環

境まちづくりを推進する組織 

 

【就業者の推移】 
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（今後取り組む課題） 

１ 防災・生活安全分野における課題 

①防災 

・自助・共助・公助による総合的な防災・減災対策及び大雨などによる被害の軽減 

 ②防犯 

  ・犯罪や消費者トラブルに対して市民が安心して生活できる環境の整備 

 ③交通安全 

  ・市民や関係機関と一体となった交通事故の減少対策 

 

２ 健康・福祉分野における課題 

①健康 

・健康づくりができる環境の整備、住み慣れた地域で適切な医療が受けられる体制の

確保 

 ②高齢者福祉 

  ・増加・多様化するニーズに対応した介護・高齢者福祉サービスの提供 

 ③障がい者福祉 

  ・障がいのある人が住み慣れた地域で安心して生活できる環境づくり 

 ④地域福祉 

  ・高齢者のみ世帯や生活保護世帯の増加に伴う、地域で支え合う仕組みづくり 

 

３ 子育て・教育分野における課題 

①子育て 

・結婚、出産の希望をかなえ、社会全体で子育てを支える環境づくり 

②教育 

  ・家庭と地域と学校が一体となって、子どもの健やかな成長を支える環境づくり 

 

４ 市民活動・共生・文化・スポーツ分野における課題 

①市民活動 

・市民と行政の相互理解・連携、誰もが地域の担い手として活躍できる環境の整備 

②男女共同参画・多文化共生 

  ・男女が互いに尊重し、能力を発揮できる社会の実現、外国人と互いの文化を認め合う

意識の醸成 

 ③文化・スポーツ・生涯学習 

  ・多くの市民が、文化芸術やスポーツに親しみ、学習活動を行うことができる環境づくり 
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５ 都市基盤・産業分野における課題 

①都市基盤 

・まちの活性化と快適な住環境を維持するまちづくり、地域における公共交通網の充実 

②産業 

  ・雇用の創出につながる産業の活性化、性別や世代を問わず安心して働くことができる

環境づくり 

 

６ 環境分野における課題 

①地球環境・自然環境 

・地球温暖化などの地球環境問題、身近な自然の保全 

②ごみ・環境美化 

  ・家庭ごみの減量と資源化の更なる推進、衛生的で快適な生活環境の確保 

（２）2030年のあるべき姿 

【2030年のあるべき姿】 

住み慣れたまちで安心して年齢を重ねる

こと、子どもが健やかに育つこと、人と人の

つながりや生きがいを持つこと、いつまでも

豊かな自然のもと快適な環境で過ごすことな

ど、世代を超えて誰もが暮らしやすさと幸せ

を実感できるまちを目指し、持続可能なまち

づくりを推進していく。 

 

 

 

 

１ 防災・生活安全 

  防災・減災対策の充実、防犯力の向上、交通安全対策の強化を図り、災害に対する備

えができているまち、犯罪や交通事故が少ないまちを目指す。 

 

２ 健康・福祉 

  健康づくりの推進と地域医療の確保、高齢者福祉及び障がい者福祉の充実、地域での

支え合いの推進を図り、健康を大切にするまち、福祉や医療が充実したまちを目指す。 

 

３ 子育て・教育 

  子育て子育ち支援の充実、良好な教育環境の整備を推進し、子どもの成長を応援する

まち、子どもの可能性を広げるまちを目指す。 
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４ 市民活動・共生・文化・スポーツ 

  地域コミュニティの活性化と市民参加の促進、ダイバーシティの推進、文化・スポーツ・

生涯学習の推進を図り、人を思いやり、ともに助け合うまち、誰もが尊重され、大切にされ

るまち、文化・スポーツに親しむまちを目指す。 

 

５ 都市基盤・産業 

  都市基盤整備の推進と公共交通の整備、産業の振興と安心して働ける環境づくりの推

進を図り、快適な住環境が整ったまち、活力を生み、人が集い交流するまちを目指す。 

 

６ 環境 

地球環境の保全と自然との共生、ごみ減量とまちの美化の推進を図り、豊かな自然と

快適な生活環境を次世代につなぐ持続可能なまちを目指す。 

（３）2030年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

８．３ 

８．５ 

８．６ 

指標：市内就業者数 

現在（2015年）： 

118,772人 

2025年： 

120,000人 

 

 

５．５ 

８．５ 

８．６ 

指標：ファミリー・フレンドリー企業※登録企業数 

現在（2017年）： 

21企業 

2027年： 

31企業 

※ファミリー・フレンドリー企業：従業員が仕事と育児・介護とが両立できるような様々な制

度を持ち、多様かつ柔軟な働き方を労働者が選択できるような取組みを行う企業。 

 

労働人口の減少や不透明な社会経済情勢においても、性別や世代を問わず安心して働

くことができ、本市で働くことが幸せにつながるような環境づくりが必要である。このため、

優良企業の誘致や事業拡大に対応した企業立地を推進し、地域経済の発展や雇用の創

出を図り、設備投資、販路開拓など新たな事業活動を支援するとともに、経営基盤の強化

のための支援を行い、新たな事業の創出と企業の成長を促進する。また、ワーク・ライフ・

バランスを推進するほか、若者、女性、高齢者、障がいのある人などの就業や働きやすい
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職場づくりを促進し、多様な働き方と働く機会を創出することで、安心して働ける環境づくり

と生産性の向上を図る。 

 

（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

３．１ 

３．２ 

３．３ 

３．４ 

３．７ 

３．８ 

11．２ 

11．７ 

指標：子育てしやすいまちだと思う人の割合 

①未就学児の保護者 

②小学校低学年児童の保護者 

③小学校高学年児童の保護者 

現在（2013年度）： 

①66.7％ 

②59.4％ 

③58.3％ 

2023年度： 

①75.0％ 

②75.0％ 

③75.0％ 

 

 

３．３ 

３．４ 

３．５ 

３．８ 

指標：日頃から健康づくりのためにしていることがある人の割合 

現在（2016年）： 

74.5％ 

2026年： 

80.0％ 

 

 

３．８ 

11．７ 

指標：要支援・要介護認定率 

現在（2016年）： 

15.7％ 

2026年： 

22％以下 

 

①将来にわたり輝くまちを築くためには、未来を担う子どもを社会全体で健やかに育む 

ことが大切であり、子育て子育ち環境を充実させることはもちろん、子どもとともに学

び、子どもから信頼される大人になるほか、信頼される地域、信頼される社会を築き、

子育て世代にとって魅力のあるまちづくりが重要となる。そのため、妊娠、出産、子育

てに関する不安や負担を軽減するほか、母子の健康を守り、安心して子どもを産み育

てることのできる社会の実現を図る。 

②生涯にわたって健康に生活できることは、自分や家族の「幸せ」であるとともに、生き

がいづくりやまちの輝きにつながる。今後も高齢化が進行するなかで、健康で暮らす

こと、生きがいを持って暮らすことができるまちづくりが重要となることから、若い世代

からの健康的な生活習慣の習得を支援し、疾病の発生予防や早期発見と重症化予

防を推進するほか、健全な食生活の確立や心の健康づくりを促進し、生涯にわたる健
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康づくりを支援する。また、高齢者の自立支援と介護予防対策を充実するとともに、介

護保険事業の円滑かつ適切な運営と在宅福祉サービスの充実を図る。 

 

（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

７．３ 

13．２ 

13．３ 

指標：１世帯あたりの月間電力使用量 

現在（2016年度）： 

276kWh 

2030年度： 

246kWh以下 

 

12．５ 指標：１人１日あたりのごみ排出量 

現在（2016年度）： 

706ｇ 

2028年度： 

660ｇ 

 

物質的な豊かさや利便性を求めることで大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会が形

成されるなか、地球環境の保全に向けて、市民、事業者、行政が一体となって、地球温暖

化やごみの減量・資源化などの地球環境問題に取り組むことが必要である。そのため、再

生可能エネルギーの利用や省エネルギーを意識した行動など環境にやさしい取組みを促

進するとともに、事業活動や日常生活における公害の未然防止と環境負荷の低減を促進

し、持続可能な社会の実現を図る。また、「もったいない」の心を育み、３Ｒの実践によるご

みの減量と資源の有効活用を推進するほか、ごみの適切な収集・処理を行い、市民、事業

者、市が一体となって循環型社会の実現を図る。 

※改ページ 
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1.2 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

   ※ＳＤＧｓ未来都市選定後の３年間（2020～2022年度）に実施する取組を記載す

ること。 

（１）自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

（経済） 

① 企業誘致の推進 

関連するゴール  ８  ターゲット ３ 

本市の高い立地優位性を活かした企業誘致は、産業基盤の強化に向けた重要な取組

となる。企業用地が不足するなか、今後も優良企業の誘致を推進するため、春日井インタ

ー周辺の産業誘導ゾーンにおいて、立地希望企業のニーズに対応した企業用地の計画的

な整備を進め、市外からの優良企業の誘致や市内企業の流出防止による雇用の場の創

出を図る。 

 

② 産業振興アクションプランの推進 

関連するゴール  ５  ターゲット ４ 

〃      ８  ターゲット ５、６ 

さまざまな環境変化に積極的に対応して、事業者に競争力のある新技術等の導入を促

すとともに、人口の定着やまちの活性化などを図ることにより、本市の将来にわたる成長

力を確保することが重要である。第３次産業振興アクションプランでは、「地域イノベーショ

ンで未来を拓く創造的都市へ」を目標とし、企業誘致・事業者支援・地域活性・労働環境整

備を４本柱とし、社会の潮流や本市の課題に対応するため、人と企業、まちと企業、企業と

企業など、本市の持つ多様な魅力、資源をつなぎ合わせ、その良さを互いにリンクさせな

がら、より一層の経済活性化を図っていく。 

 

③ 働きやすい環境の整備 

関連するゴール  ５  ターゲット ４ 

〃      ８  ターゲット ５、６ 

本市では、これまで子育て中の女性の就業体験「ママインターン」の支援をはじめ、中小

製造業の人材確保を支援する「ゲンバ男子」による情報発信など、多様な人材の活躍支援

に努めてきた。今後、これらの取組をさらに強化するとともに、高齢者・障がいのある方な

ども含め、全ての人が意欲と能力に応じた活躍ができるような支援や海外人材の活用支

援に努めるとともに、労働者、企業など社会全体の働き方に対する意識の改革を促進し、

生産性の向上や安心して働ける環境づくりを推進する。 

 

（社会） 

① 「子はかすがい 子育てはかすがい」宣言の推進 
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関連するゴール  ３  ターゲット １、２、４ 

本市では、2016年に 「子はかすがい 子育てはかすがい」宣言を行い、子育て施策の

一層の充実を図り、子育て世代をはじめとする全ての世代の「暮らしやすさ」の向上につな

げていく。2020～2022年度における主な取組は次のとおりである。 

①－１ 子どもの遊び場整備 

   夏の暑い日や雨天時でも、子どもたちが体を動かして遊べる場所を充実させるため、

既存施設の大規模改修にあわせて、施設の一部に室内の遊び場を新たに整備するほ

か、市内の大規模公園や施設に芝生広場や遊具広場などを整備する。 

①－２ 子ども医療費助成の拡充及び学生医療費助成の創設 

子ども医療費助成について、入院に係る医療費の助成対象を現在の中学３年生から

18歳まで引き上げる。また、高等教育をうける世代の金銭的負担軽減を図るため、学

生医療費助成を創設し、24歳までの大学や短大、専修学校生の医療保険適用後の入

院費を助成する。 

①－３ 東部調理場整備 

   耐震性能を満たしていない既存調理場の建替として、ＨＡＣＣＰ※の考え方に基づくドラ

イシステムを採用し、新衛生基準に適合するとともに、アレルギー給食専用調理室（ア

レルギー原因食材である卵・乳・えび・かに・カシューナッツに対応）を備えた新調理棟

を、令和５年度の開設を目指し、整備する。 

  ※ＨＡＣＣＰ：食品を製造する際に安全を確保するための管理手法 

 

② 駅周辺の賑わい創出 

関連するゴール  11  ターゲット １、２、３、７ 

本市に新たに住んでみたい、住み続けたいまちづくりの一環として、市内各駅周辺の整

備を進める。JR春日井駅は、民間活力による市街地再開発事業などの誘導により、さらな

る発展と賑わいづくりの取組を積極的に進める。JR高蔵寺駅は、高蔵寺ニュータウン及び

周辺地域の玄関口として魅力ある顔づくりを推進する。名鉄味美駅は、駅の利便性向上や

駅周辺の交通環境の改善を図るため、駅舎のバリアフリー化や踏切道の歩道設置を行

う。名鉄味美駅は、周辺整備に向けて、関係機関との協議を進める。 

 

（環境） 

① 地球温暖化対策の推進 

関連するゴール  ７   ターゲット ２、３ 

11  ターゲット ｂ 

〃        13  ターゲット １、２、３ 

2019年３月に改定した地球温暖化対策実行計画に基づき、2013年度比で2030年度まで

に温室効果ガスの排出量総量を26％削減、家庭で40％削減するため、太陽光発電システ
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ムや蓄電池等の設置費を補助し、家庭における省エネ、蓄エネ、再エネを推進する。また、

環境にやさしいライフスタイルへの転換、行動について、学び、考え、実践するきっかけづく

りとして、市民環境アカデミーや地球温暖化に関する出前講座、エコライフセミナー等の啓

発事業を行う。 

 

② 空き家対策 

関連するゴール  11  ターゲット ３、６ 

高齢化に伴い、近年、増加傾向にある空き家は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼすこ

とが懸念されることから、関係機関や事業者による協議会を設立するなど体制を強化する

とともに、空き家等対策計画の改定に取り組む。また、解体助成の拡充や空き家の購入な

どに対する助成を新設し、流通の促進に取り組んでいく。 

 

③ 防災・減災対策の充実 

関連するゴール  １  ターゲット ５ 

〃         11  ターゲット ５ 

〃         13  ターゲット １ 

本市においては、南海トラフを震源とする大地震がいつ起きてもおかしくない地域である

とともに、近年は災害が激甚化していることから、大規模災害に対する強さとしなやかさを

備えたまちづくりを推進するため、地域強靭化計画を策定する。また、既に現れている気候

変動の影響に対処するため、河川整備、雨水対策施設の充実をはじめ、洪水ハザードマッ

プの改定及び内水氾濫による浸水想定区域の把握調査を実施するなど、自然災害への

備え、熱中症予防に関する情報提供、注意喚起、普及啓発等の取組を実施する。 

 

（２）情報発信 

（域内向け） 

域内向けの情報発信としては、約96,000部を発行し、各世帯への配布のほかコンビニに

も設置している市広報紙をはじめ、ホームページやツイッターなどのSNSを活用し、市民へ

SDGｓ関連の各種取組の周知啓発を行う。 

また、2019年12月11日には、中部大学及び春日井商工会議所と連携し、「プラスチック

社会からSDGｓ未来都市」へと題して、シンポジウムを開催したほか、2020年１月25日に

は、市民団体によるSDGｓの取組を発表する市民フォーラムを開催し、市民や事業者に向

けた周知啓発を図っており、今後も機会を捉えてシンポジウムや講演会を開催する。 
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【12月11日 シンポジウム】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１月25日 市民フォーラム】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（域外向け（国内）） 

本市は、岐阜県多治見市、多治見商工会議所、春日井商工会議所と県境を越えて４者

間の連携協定を2017年に締結し、多治見市とは人事交流をはじめ、環境、交通安全など

各分野で連携している。SDGｓ関連取組についても、多治見市で行われる環境イベント等

で紹介するなど、情報発信を行っていく。 

また、県内には愛知県を筆頭に豊田市など、SDGｓ未来都市が複数あるため、連携して

シンポジウムを開催するなど周知啓発を図る。 

 

（海外向け） 

本市は、カナダケローナ市と姉妹都市を1981年に締結しており、市民団体である「春日

井市姉妹都市市民の会」と連携・協力し、相互の理解と友情を深めている。この交流を通じ

て、SDGｓに関する情報発信を行う。 
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（３）普及展開性（自治体 SDGsモデル事業の普及展開を含む） 

（他の地域への普及展開性） 

本市は、高蔵寺ニュータウンや区画整理などの住宅開発を進め、住宅都市として発展

し、現在もライフタウンとして誰もが暮らしやすいまちを目指し、さまざまな取組を展開して

いる。全国的に人口減少や少子高齢化が進展するなか、本市同様に住宅都市として発展

してきた多くの他自治体がそれらの課題を解決する際に、本市の取組の成果を活用するこ

とで、同様の成果を得られる可能性が高いことから普及展開があると考える。 

 

 （自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開策） 

自治体ＳＤＧｓモデル事業である高蔵寺リ・ニュータウン計画の推進は、全国に数あるニ

ュータウン（住宅団地）が抱える様々な課題の解決に向けた取組として、新聞を始めテレビ

などメディアに取り上げられたり、他自治体が行政視察に多く訪れている。 

また、2020年２月７日に内閣府が主催した「令和元年度 未来技術実装シンポジウム

（自動運転・地方創生）」において、高蔵寺ニュータウンの取組を紹介するなど、全国規模

のシンポジウム等でも事例発表を行っており全国的に注目の高い取組であるため、同様

の課題を抱える自治体への水平展開が期待できる。 

※改ページ 
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1.3 推進体制 

 

（１）各種計画への反映 

１ 第六次春日井市総合計画 

  2018年２月に策定した本市の最上位計画である第六次総合計画については、政策方

針や施策の基本的な方向性、まちづくりの進め方など、その考え方はSDGｓと多くの部分

で共通していることから、総合計画にほぼ反映しているものと考えている。しかしながら、

SDGｓに関する具体的な記載はないため、次回の見直しにあわせSDGｓについて記載す

ることを検討する。 

 

２ 第２期春日井市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

  春日井市まち・ひと・しごと創生総合戦略は2019年度で計画期間が満了となるため、現

在、第２期の策定を進めているところである。ＳＤＧｓの推進は地方創生の実現に資するも

のであるため、第１期総合戦略においてもSDGsの目標と合致しているところであるが、第２

期総合戦略の策定にあたっては、各施策の推進とSDGｓとの関連性を明確にするため、基

本目標に関連するSDGｓアイコンを記載する。 

 

３ 春日井市環境基本計画 

  春日井市環境基本計画は、持続可能な社会の構築をめざすことを掲げた、春日井市環

境基本条例に基づき、本市の環境を保全、創造し、次代を含めた市民が快適に暮らすこと

ができるよう各種取組を総合的かつ計画的に推進することを目的に策定しており、SDGsの

目標と合致している。しかしながら、SDGｓに関する具体的な記載はないため、2021年度を

目途に各施策の推進とSDGｓの関連性を記載した計画に改定していく。 
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（２）行政体内部の執行体制 

本市が提案したモデル事業を始めとしたSDGｓ関連事業を効果的に展開していくために

は、全庁を挙げての取組が必要であるため、「春日井市SDGｓ未来都市推進本部（仮称）」

を設置する。設置にあたっては、現在、全部局長が参集する会議（庁議）があるため、庁議

を推進本部とし、市長がトップとなり強力なリーダーシップのもと、事業の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ステークホルダーとの連携 

１．域内外の主体 

  ①中部大学 

2007年10月に、中部大学が幹事機関となり、国連大学が進めるESDの地域拠点に認

定され、翌年１月に中部ESD拠点を設立した。こうしたなか、中部大学でのESD・SDGｓ

活動を本格的に始動させるべく、国際ESDセンターを設立し、2019年４月から国際ESD・

SDGｓセンターに名称変更した。 

    中部大学とは連携協定を締結しており、各種審議会への委員の派遣など様々な分

野で連携している。 

 

  ②春日井商工会議所 

     1967年に設立され、会員数が4,000を超える。小規模事業者を中心とした支援を行う

など様々な事業を展開するとともに、本市や大学と連携して、産業振興に係る課題解決

に向けた取組を行っている。また、市内事業者から排出される古紙の回収及びリサイク

ルの実施（環境リサイクル事業「かすがい育ち」：モデル事業のひとつとして後述）や中

小事業者向けにSDGｓへの取組を促すセミナーを実施している。 

春日井市 SDGｓ未来都市推進本部（仮称） 

       役割：SDGｓ推進に向けた協議・決定 

       体制：市長、副市長、教育長、各部局長、院長、

部長相当職にある者（庁議構成員） 

連携・調整等 

企画政策部、総務部、財政部、市民生活部、文化スポーツ

部、健康福祉部、青少年子ども部、環境部、産業部、まちづ

くり推進部、建設部、市民病院、上下水道部、消防本部、教

育委員会など 
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なお、①の中部大学・春日井商工会議所・本市の三者はSDGｓ未来都市の認定に向

けて連携し、既にSDGｓを周知啓発するシンポジウムを共催で開催している。 

 

  ③市民活動団体 

    本市では、地域の課題解決に向けて、地域という枠を超えて、防災、福祉などの目

的やテーマを持って主体的に活動するNPOやボランティア団体などの市民活動団体

の活動が多様化し、数も多くいる。このような幅広い分野で活躍する市民活動団体と

の連携を強化し、SDGｓ関連取組の推進を行う。 

 

２．国内の自治体 

 本市がある愛知県は2019年にSDGｓ未来都市に選定されており、名古屋市、豊橋市も同

時期に選定されている。また、2018年には豊田市が未来都市に選定されていることから、

これらの自治体と連携して、SDGｓ関連取組の推進を図るとともに、課題の共有や解決に

向けて取組を進めていく。県境を越えて連携している多治見市ともSDGｓの取組で得られた

成果の水平展開の一環として、共同で事業展開することも検討していく。 

 

３．海外の主体 

 市民団体が主体となって実施している、市民がケローナを知る交流イベントをはじめ、カ

ナダケローナ市との姉妹都市交流活動を通じて、SDGｓ関連取組の情報発信を行うととも

に、連携した取組の実施について検討していく。 

 

（４）自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等 

本市における自律的好循環が形

成されている制度として、「ネピア」春

日井ブランド化推進プロジェクトがあ

る。当該プロジェクトは、春日井が誇

るブランドの育成による街の活性化

を目指し、2012年に春日井商工会議

所、王子ネピア、春日井市の３者が

春日井発祥の地である「ネピア」の春

日井ブランド化推進及び地域への社

会貢献活動に取り組む協定を締結し

た。王子ネピアは、市内に工場があり

ティシュペーパー、トイレットロール、

紙おむつなどを製造しており、協定に基づく社会貢献活動として、市内におけるネピア商品

購買量に応じて、市へ子どもの健全育成を目的とした寄附をいただいている。寄附金は、



17 

 

 

小中学校の耐震工事や空調設備工事の一部に充て活用している。この取組を促進するた

め、春日井商工会議所は、市内事業者へ当該取組を周知することで、ネピア商品の購入

を促し、市も同様に当該取組を市民へ周知している。さらに、子育て支援を行っているNPO

法人もこの趣旨に賛同し、消費者への周知や意見の聴き取りを行っている。 

また、王子ネピアは国際的な森林認証制度のひとつであるFSCⓇ認証を受けた製品を製

造しており、このマークがついた商品を積極的に購入することは間接的に世界の森林保全

に貢献していることになる。このような市民・事業者・行政誰もがwin-winの関係となりつ

つ、環境にも配慮した取組みを自律的好循環のモデルケースとして他の事業者にも広げて

いく。 

そのため、SDGsに積極的に取り組む地域事業者の発掘や促進を図るため、認証・登録

制度の創設を始め、地方創生に関して包括協定を締結している金融機関等と連携し、事

業者に対してSDGsの取組に関するアドバイスやファイナンスなどの事業支援を金融機関

が行う制度の構築を他自治体の先進事例も参考にしながら検討していく。 

 

【認証・登録制度及び金融機関との連携イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※改ページ 

 

 

 

 

 

 

春日井市 

SDGｓに取り組む市内事業者 

認証・登録申請 
審査後、認証・

登録 

金融機関 連携 

認証・登録事業者に対する SDGsの

取組への助言、優先的な融資など

の支援 
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2.1 自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案 

（１）課題・目標設定と取組の概要 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業名） 

 高蔵寺リ・ニュータウンまちづくり事業 

 

（課題・目標設定） 

 ゴール３   ターゲット１、２、８ 

 ゴール８   ターゲット２、３ 

 ゴール１１  ターゲット２、３、６ 

 ゴール１２  ターゲット４、５ 

 ゴール１３  ターゲット１、２ 

 ゴール１７  ターゲット17 

  

中京圏の人口集中による住宅供給の必要性に対応するため、高度経済成長期に整備

された高蔵寺ニュータウンは、まちびらきから約半世紀が経過した。日本全体が人口減少

社会を迎え、少子高齢化や空き家問題、福祉、医療の充実への対応が求められているな

か、高蔵寺ニュータウンにおいても、市内の他地区に先行して人口減少や少子高齢化など

まちの課題が顕在化しつつあることから、社会・経済・環境面のそれぞれ課題解決に向

け、上記目標を設定する。 

 

（取組概要）※150文字 

 高蔵寺ニュータウンが将来にわたり、持続可能なまちであるために、2016年３月に「高蔵

寺リ・ニュータウン計画」を策定（計画期間2016～2025年度）した。当プランに基づき、人口

減少への対応、賑わいの創出、良好な環境の保全など様々な課題に対応した施策の展開

を推進するとともに、市内他地区への水平展開を図る。 

 

（２）三側面の取組 

① 経済面の取組 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業 （特に注力する先導的取組） 
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８．２ 

８．３ 

８．６ 

11．２ 

11．３ 

 

指標：高蔵寺駅の 1日平均乗降客数 

現在（2018年度）： 

52,022人 

2022年： 

52,000人（現状維持） 

 

①－１ 民間活力を導入したＪＲ高蔵寺駅周辺の再整備 

高蔵寺ニュータウン及び周辺地区の玄関口として魅力ある顔づくりを推進するため、賑

わいの創出や交通機能の改善を図りながら駅北口周辺の再編整備を行うとともに、駅南

口周辺や地下道空間の改善による駅南北の一体感の向上等も図る。 

 

【駅北口の現状】                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【整備構想図案】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・商業及びサービス機能の強化
・自転車駐車場の更新

・駅前広場
の改善
・交流空間
の創出

・待車場の改善
・自転車駐車場
の更新

駅南北の一体性の確保
・空間の高質化
・情報発信機能
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①－２ 旧西藤山台小学校施設への生活利便施設の誘致による整備 

高蔵寺ニュータウンの居住の魅力を高めるため、統廃合により余剰となった旧西藤山台小

学校施設を活用し、民間活力の導入により、周辺地区も対象とした商業・飲食・教育・医

療・福祉等の生活利便施設の誘致や整備を進める 

 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①－３ 高蔵寺まちづくり株式会社による高蔵寺ニュータウンのまちづくり 

高蔵寺ニュータウンのエリアマネジメントを担う会社として、2017年10月２日に、官民協働

出資により「高蔵寺まちづくり株式会社」を設立した。当会社は、旧小学校施設（後述②－

１）の指定管理者として事業基盤を固めながら、空き家等の中古住宅の流通や賑わいイベ

ントの実施など、高蔵寺ニュータウンのエリア全体の価値を高める事業を展開している。 
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（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：1,573,260千円 

 

② 社会面の取組 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

３．６ 

11．１ 

11．２ 

17．17 

 

 

指標：高蔵寺ニュータウン住民の要介護等認定率 

現在（2019年）： 

15.1% 

2022年： 

18.0％以下 

 

②－１ 多世代交流拠点施設「グルッポふじとう」の整備 

統廃合により余剰となった旧藤山台東小学校の施設をリノベーションし、子ども、子育て

世帯、高齢者等を始めとした多世代が交流する拠点を整備する。2018年４月１日に、図書

館、児童館、コミュニティカフェ、地域包括支援センター等を有する複合施設「グルッポふじ

とう（高蔵寺まなびと交流センター）」を開所した。 

2020年度において、施設のより一層の魅力向上を図るため、運動場において、芝生広場

や複合遊具等の整備を行う。 

 

【現在の施設】                
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 【運動場整備イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

②－２ 高蔵寺ニューモビリティタウン構想事業 

高蔵寺ニュータウンは、坂道が多いことに加えて、今後、さらに高齢化が進展することか

ら、買い物等の生活サービスの確保に不安を感じている人が多いため、多様な移動手段を

確保する施策を講じることにより、様々なライフスタイルへの対応を図る。 

具体的には、高齢者の免許返納による外出機会の減少や移動困難性が危惧されるた

め、本市は名古屋大学ＣＯＩへ参画し、同大学と共同研究を行う中で、ラストマイル自動運

転実証実験や相乗りタクシー実証実験などを行い、新たな移動サービスの導入を検討して

いる。 

新たな移動サービスは、既存交通（バス、タクシー）とのベストミックス（モビリティ・ブレン

ド）を模索し、ニュータウンにおける地域の特性に応じた適切なモビリティサービスの社会

実装を実現することで、ニュータウン型のＭaaＳを構築し、先進技術による快適なまちづくり

「高蔵寺ニューモビリティタウン」を目指す。 

※2017～2019年度 地方創生推進交付金採択事業 

2019年度 国土交通省スマートシティモデル事業選定 

2019年度 経済産業省パイロット地域モデル事業選定 

2020～2024年度 地方創生推進交付金申請予定事業 

 

【ラストマイル自動運転車両】          【相乗りタクシー車両】 
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②－３ スマートウェルネスを目指した団地再生の推進 

 高森台地区をモデルとして都市再生機構の団地再生と連携し、都市再生機構賃貸住宅、

高森山、県有地を含むエリアを拠点に、高蔵寺ニュータウン全域でスマートウェルネスを目

指したまちづくりを推進する。 

 高森台ＵＲ団地内の３、４、６、７街区においては、現在、居住者は移転し、2020年度に建

物の取り壊し、更地化工事が着手される見込みであり、ＵＲにより譲渡又は貸付先の民間

事業者を公募する見込みである。現在、ＵＲと本市で跡地活用について意見交換を進めて

いるところである。 

 また、既存の市所有の高森山及び周辺施設について、スポーツ・健康づくり機能の充実

を図るため、今後の活用方法についての検討を行っている。 

※スマートウェルネス：「健康かつ生きがいを持ち、安心安全で豊かな生活を営むこと」をま

ちづくりの中心に位置付け、住民が健康で元気に幸せに暮らせることを目指す都市モデル

のこと。 

 

【スマートウェルネスのイメージ】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【ＵＲ都市機構による団地再生 

事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県有地：

医療・介護サービス
等の拠点の誘導

既存住宅団地への

地域包括ケア機能
の誘導

高森山周辺を拠点とした
スポーツ・健康機能の充実

サブ交通拠点

センター地区
まなびと交流のセンター

ネットワーク化

連携 連携
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（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：809,409千円 

 

③ 環境面の取組 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

15．３ 

17．17 

 

指標：緑のクリーンプロジェクト参加者数累計 

現在（2019年）： 

2,078人 

2022年： 

2,588人 

 

③－１ 高森山公園の活用 

高森山公園は、ニュータウン内にある高森山に作られた公園で、テニスコートやグラウン

ドを有するとともに、鳥、リス、昆虫なども生息する自然豊かな公園である。前述（②－３）に

関連して高森山公園の活用を検討する中で、令和元年度に次代を担う若者（高校生、大学

生）が緑あふれる高森山公園をどのように活用し、持続可能なまちづくりに生かすかを検討

したワークショップを行い、複数の未来プラン構想を作成した。 

2020年度においては、持続的な里山の管理手法を学び、住民主体の維持管理のあり方

も検討するためのセミナーを開催する。 

 

【ワークショップで見つけた現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トイレの老朽化 さび等の目立つ施設 

劣化したローラースケート場 散策路が鬱蒼として暗い 
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【未来プラン構想の一例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③－２ 緑のクリーンプロジェクト 

高蔵寺ニュータウンの住民が中心となって、定期的に老朽化し塗装が剥げたガードパイ

プや公園のベンチの色塗り、旧西藤山台小学校施設の草取りなどを実施しており、市はそ

のような活動を支援している。引き続き、住民との協働により住みやすい環境の維持に努

める。 

 

【第１回（2014年10月４日（土））】 

藤山台東交差点付近のガードフェンスのペンキ塗り 

主催：春日井市 

参加者：地域住民約80名 

 

 

 

【第６回（2017年５月20日（土））】 

サンマルシェ南館西側道路のガードフェンスのペンキ 

塗り 

主催：サンマルシェを良くする会（高蔵寺ニュー 

タウンセンター開発株式会社始め各サンマル 

シェテナント等） 

参加者：サンマルシェテナント会、地域住民約 90名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現況課題と改善点 
■遊ぶ場所がない   ■駐車場が少ない 

■遊歩道が急で狭い 

●人が入れるよう整備する 

●人が集まれるようなイベントなど工夫する 

       駐車場 

遊具 

 カフェ 
少年野球場 

テニスコート 

芝生広場 

樹林帯 

ウッドデッキ 

滑り台 

幼児広場 

生垣 

新設散策路 

既存散策路 

既存散策路 

既存散策路 

既存園地 

既存園地 

提案プラン 

自
然
・
里
山
ゾ
ー
ン 

里山に広場との一体感と楽しさをプラス 
・山道を蛇行させ、登りやすく楽しいハイキングコースに 

・遊具ゾーンとはロングローラー滑り台でつなぐ 

・幼児広場との間は生垣にして安全に 
山頂
1 

ベンチの設置に加え、「縁結びの鐘」など
山頂に来た喜びを感じる設えをする 

山道 急こう配の道を蛇行させて登りやすく 

健
康
・運
動
ゾ
ー
ン 

こどもたちがのびのびと育ち、地域の人と
の交流ができる場に 

広場 ■安らぎ広場  全体を芝生に 

・斜面地を活かした芝生そり滑り  
・広々とした芝生 ⇒イベント利用へ 
・複合遊具や 100ｍのローラーすべり台 
・地形を利用したウッドデッキを整備 
 ⇒持ち寄った軽食をお日様の下で 
・幼児広場  生垣で区画 

■カフェ兼管理棟 
・カフェは土日をメインに営業 
・憩いの場＋多世代交流を促進  

イベ

ント 
■もっと楽しい！芝生でイベントを！ 

イベントの日はもっと楽しく 
・ビアガーデン 自然の中で気持ちいいビールを 

・水鉄砲祭り 子どもをウッドデッキで見守りながら 
・手持ち花火大会 みんなで持ち寄って費用０円 
・野外映画館 家族みんなで芝生に寝転がって 

運動 ・テニスコートは東側へ移設 
・野球場は植栽で区画してお互い安心 

防犯 暗い公園の周囲に安心・安全のため街灯を設置 

駐車場 テニスコートを移設して増設 

 

芝生を活かしたイベント 

テニスコートを移設して

40台程度追加 

蛇行させることで登り
やすい勾配に。景色も
変化する 

山頂１ 

ベンチや恋人の鐘を設
置。登る楽しさと思い出
に残る演出 

コスト 0円で開催できる
持ち寄り花火の会 

ウッドデッキや芝生の上で 
ナイトピクニック 

公園中を駆け回る 

年に一度、家族の 
思い出に残る映画を 

100ｍの滑り台！他にはない体
験で里山に楽しさと親しみを＋ 

子どもが勝手に山に入

らないよう生垣で区画 
生垣 

複合遊具を設置。 

ここから滑り台へ 

野球場を移設。広場と

は木で区画して安全に 

テニスコートを４面移設 

広々した芝生で 

イベントを 

公園の周りには
街灯を設置 
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【第12回（2020年12月１日（日））】 

旧西藤山台小学校施設の草取り 

主催：西藤山台町内会、宮前自治会、旧西藤山台 

小学校担当スポーツ推進委員 

参加者：地域住民、施設利用団体、中部大学生等約 

220名 

 

 

 

③－３ プラスチックごみの減量及び域内循環 

プラスチック廃棄量の減量に向け、高蔵寺ニュータウンの近くに位置し、約１2,000人の学

生が在籍する中部大学において、マイボトルやマイバッグ持参によるペットボトルやレジ袋

消費の削減を図る実証実験を行い、その結果を基に市民

への展開を図っていく。 

また、市内リサイクル事業者は、排出事業者から出され

たプラスチックごみ及び紙屑を原料にリサイクル工業燃料

PRFを製造しており、製造されたRPFは市内事業者が化石

燃料の代替として利用することで、プラスチックごみの域内

循環を図っている。今後は、リサイクル事業者と商工会議

所が連携して、RPFを利用する市内事業者の拡大を図り、

循環システムの拡大を図る。 

 

 

③－４ 環境リサイクル事業「春日井そだち」 

「春日井そだち」は、2004年に春日井商工会議所

が循環型社会の構築を目指し、市内で発生する事業

系ごみを削減するため、古紙を回収し、市内事業者

である王子製紙㈱の協力でリサイクルされた再生紙

を使った商品の名称である。現在、再生紙を使った

商品は生産していないが、事業者から高蔵寺ニュー

タウンを含めた市内の各指定回収拠点に持ち込まれ

た新聞紙、段ボール、雑誌の回収を継続実施し、古

紙資源の循環を図る。 

 

（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：14,120千円 

【廃棄物から生まれる RPF】 
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（３）三側面をつなぐ統合的取組 

（３－１）統合的取組の事業名（自治体ＳＤＧｓ補助金対象事業） 

 

（統合的取組の事業名） 

産官学民連携によるSDGs教育の推進 

 

（取組概要）※150文字 

 国際ESD・SDGｓセンターを有する中部大学が培ってきたSDGｓに関するノウハウを活かし

て、子どもから大人までどの年代にもわかりやすいSDGｓ教育プログラムを開発するととも

に、市・商工会議所・大学・市民団体が連携し、高蔵寺ニュータウンを始めとした市域全体

の市民・小中学校・事業所などで、SDGｓ教育の普及啓発を行う。 

 

（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：7,000千円 

 

（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫） 

市民・事業者をはじめ各々が主体的にSDGｓに取り組みためには、SDGｓに対する意識

づけが重要となる。そのため、市民・事業者等がSDGｓに取り組むことの大切さやSDGｓに

現にSDGｓに取り組んでいる事業者や市民団体への理解を促すため、市民を対象にした

SDGｓ関連講座、小中学校における総合的な学習の時間でのSDGｓ教育の展開、事業経

営者を対象にしたセミナーなど、各年代に応じたSDGｓ教育や啓発を行っていくことで、

SDGｓへの理解や認知度が向上するとともに機運が上がる。また、市民や市民団体を講師

として活用できるよう、指導者を養成する講座も開催し、SDGｓ教育を普及させる側の裾野

も広げていく。 

 

（３－２）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

（３－２－１）経済⇔環境 

 

（経済→環境） 

 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：企業信用力向上事業※におけるＩＳＯ14000シリーズ、エコ

アクション21、エコステージの申請件数 

現在（2018年度）： 

１件 

2020～2022年度累計： 

３件 
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※市内企業における信用力の向上となる事業を支援するため、各種認証の取得等に要

した費用の助成を行う事業 

 

SDGｓ教育を市内事業者に積極的に展開することにより、使用電力や廃棄物の削減、従

業員による道路の清掃などの環境配慮行動を促進するとともに、ISO14000シリーズをはじ

めとした環境に関する国際規格などの認証取得も促進することで、環境配慮事業者の増

加が相乗効果として期待できる。 

 

（環境→経済） 

 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：市外からの企業誘致の成立件数 

現在（2018年度）： 

２件 

2020～2022年度累計： 

３件 

 

SDGｓ教育の普及により、環境配慮行動を率先して行う事業者の増加や市民の取り組

みによって、きれいな大気や水、緑など豊かな自然環境が維持され、事業所に勤める従業

員にとって暮らしやすいまちとなる。事業者にとっても、きれいな環境での操業や従業員の

健康増進のため、事業所の誘致や事業所規模の拡大が相乗効果として期待できる。 

 

（３－２－２）経済⇔社会 

 

（経済→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：生産年齢人口 

現在（2019年10月）： 

188,914人 

2022年： 

189,000人 

 

事業者に対するSDGｓ教育を推進することにより、長期的な視点で社会ニーズを重視し

た経営と事業展開が期待できる。また、SDGｓへの積極的な取組の結果として、新たな環

境配慮製品や地域課題を解決するサービスの開発により、雇用が創出されることで、本市

への定住・移住者が増加し、労働力＝生産年齢人口の増加につながることが相乗効果と

して期待できる。 
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（社会→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：市内就業者数 

現在（2016年度）： 

118,905人 

2022年度： 

119,000人 

 

SDGｓ教育による啓発活動及び情報発信により、SDGｓに対する関心が高まり、市民や

市民団体が、環境配慮製品の製造や社会貢献活動など積極的にSDGｓに取り組む事業者

の製品を優先的に選んだり、購入したりすることにつながることが期待できる。また、企業

価値や評価が上昇することで、市内事業者への就職希望者の増加につながり、市内商業

者数の増加が相乗効果として期待できる。 

 

（３－２－３）社会⇔環境 

 

（社会→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：かすがい環境まちづくりパートナーシップ会議の市民会員

数（エコファミリー※含む） 

現在（2018年度）： 

230名 

2022年度： 

350名 

※エコファミリー：かすがい環境まちづくりパートナーシップ会議のエコファミリー支援事業

の趣旨に賛同し、環境活動を率先する子ども及びその保護者 

 

SDGｓ教育の推進により、市民の環境に対する意識が向上し、清掃活動や自然保護活

動への積極的な参加に繋がっていく。また、活動への参加を通じて、環境保全団体への加

入や個から団体への活動へと発展していくなど、環境保全団体や環境保全活動への参加

者の増加が相乗効果として期待できる。 

 

（環境→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：市民環境アカデミー修了者数（累計） 

現在（2018年度）： 

94名 

2022年度： 

210名 

※市民環境アカデミー：資源循環、生物多様性、海洋汚染など幅広く環境について、講義

やワークショップなどを通じて学ぶ講座 
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SDGｓ教育の推進及びその成果を広くPRすることにより、本市が環境問題やSDGｓに積

極的に取り組む姿勢に共感を覚え、市主催の環境啓発イベントへの参加者の増加や環境

保全団体をはじめとした市民団体による環境啓発イベントの開催など環境意識の向上が

相乗効果として期待できる。 

 

（４）多様なステークホルダーとの連携 

 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

中部大学（国際ＥＳＤ・ＳＤ

Ｇｓセンター） 

SDGｓ教育に関するプログラムの作成、学生を対象にした

プラスチックごみ削減の実証実験、シンポジウム等の開催

による周知啓発 

春日井商工会議所 事業者へのRPF利用をはじめとした環境配慮行動実践の

働きかけ、「春日井そだち」の実施、事業者向けSDGｓ関連

セミナーの開催 

市民団体 ＳＤＧｓ活動の促進及び情報発信 

町内会等自治組織 緑のクリーンプロジェクトの実施、各種実証実験への参加 

事業者 環境配慮行動や社会貢献活動の実践、従業員へのＳＤＧｓ

教育の普及 

かすがい環境まちづくり

パートナーシップ会議 

環境教育の普及、環境啓発事業の実施 

春日井市近未来技術地

域実装協議会 

春日井市、愛知県、愛知県警察本部、国立大学法人名古

屋大学、トヨタ自動車㈱、アイサンテクノロジー㈱、 ㈱KDDI

総合研究所、名鉄バス㈱、春日井市内タクシー組合、高蔵

寺まちづくり㈱ 、UR都市機構、国土交通省都市局、国土

交通省中部地方整備局、経済産業省中部経済産業局、厚

生労働省東海北陸厚生局、総務省東海総合通信局、警察

庁交通局、文部科学省科学技術・学術政策局の18団体で

構成された産官学連携組織で、高蔵寺ニューモビリティタ

ウン構想における各プロジェクトの連絡・調整・情報共有・

進行管理を実施 

高蔵寺ニュータウン住宅

流通促進協議会 

春日井市、春日井市市政アドバイザー（中部大学 服部敦

教授）、春日井商工会議所、UR都市機構中部支社、高蔵

寺ニュータウンセンター開発株式会社、住宅金融支援機構

東海支店、OKB大垣共立銀行、高蔵寺まちづくり会社、株

式会社リンケージで構成された組織で、高蔵寺ニュータウ

ン内の空き家及び空き地の流通促進を図る。 
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高蔵寺ニュータウンまち

づくり株式会社 

高蔵寺ニュータウンのエリアマネジメント、グルッポふじとう

の施設管理、高蔵寺駅の賑わいづくり、中古住宅の流通等 

高蔵寺リ・ニュータウン推

進会議 

有識者、商工会議所、町内会連合会、高蔵寺まちづくり

㈱、公募市民などで構成された組織で、高蔵寺リ・ニュータ

ウン計画の推進や進行管理を実施 

独立行政法人都市再生

機構（UR都市機構） 

高蔵寺ニュータウン高森台地区におけるスマートウェルネ

スを目指した団地再生 
 

（５）自律的好循環の具体化に向けた事業の実施 

 

（事業スキーム） 

 高蔵寺リ・ニュータウン計画の実現・具体化に向けて、市のみならず、高蔵寺まちづくり㈱

を高蔵寺ニュータウンのまちづくりの担い手としながら、自治組織、市民団体、事業者、各

種団体などの幅広い、多様な主体の参加により、計画の実現を図ることでニュータウンの

活性化につなげていく。高蔵寺リ・ニュータウン推進会議が計画の各プロジェクト等の実施

状況を評価・検証し、着実な推進を図っていく。また、SDGｓ教育の推進については、高蔵

寺ニュータウンを含む、市域全体で進めていき、多様な主体がSDGｓの取組や普及啓発を

実施することで、持続可能なまちづくりを目指していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高蔵寺リ・ニュータウン計画の推進 

実現・具体化 

〇高蔵寺リ・ニュータウン推進会議 
〇高蔵寺まちづく株式会社 

多様な主体の参加 

 

ＳＤＧｓ教育の推進 

自治組織 市民団体 行政 大学 各種団体 事業者 
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（将来的な自走に向けた取組） 

高蔵寺ニューモビリティタウン構想事業では、ラストマイル自動運転や相乗りタクシーの

社会実装（サービス化）において、運行する際の行き先になりうる各種事業者から協力金を

得るなど、地域住民や既存交通事業者、商業施設、医療機関をはじめ、エリア内のあらゆ

るステークホルダーを巻き込んだランニングスキームの確立を目指し、将来的に自動走行

の技術が確立した際は、主に交通事業者の運賃収入による自走を行っていく。 

 

（６）資金スキーム 

 

（総事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：2,403,789千円 

（千円） 

 経済面の取組 社会面の取組 環境面の取組 
三側面をつな

ぐ統合的取組 
計 

2020年度 91,260 425,371 2,540 6,000 525,271 

2021年度 482,000 195,269 1,540 500 679,309 

2022年度 1,000,000 188,769 10,040 500 1,199,309 

計 1,573,260 809,409 14,120 7,000 2,403,789 

 

（活用予定の支援施策） 

支援施策の名称 
活用予定

年度 

活用予定額 

（千円） 
活用予定の取組の概要 

地方創生推進交付金（内閣

府） 
2020 7,500 

自治体ＳＤＧｓモデル事業の社会面の取組

の「高蔵寺ニューモビリティタウン構想事

業」に係る部分について、活用予定。（申請

済） 

同上 2021、2022 26,750 同上（申請予定） 

都市再生整備計画事業費補

助金 
2020 79,500 

自治体ＳＤＧｓモデル事業の社会面の取組

の「多世代交流拠点施設「グルッポふじとう」

の整備」に係る部分について、活用予定。

（申請済） 

 

（民間投資等） 

 高蔵寺リ・ニュータウン計画の各種プロジェクト・施策に基づき、ＪＲ高蔵寺駅やＵＲ高森

台団地跡地の再開発、旧西藤山台小学校施設への生活利便施設の誘致、自動運転等の
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先進技術を導入した新たな移動サービスの導入、グルッポふじとうにおける賑わい等を具

現化することで、まちに活気が溢れてくると同時に、民間市場へのメッセージ性を高めるこ

とで、民間投資を呼び込むことが期待でき、より一層の賑わいあるまちづくりを推進していく

ことができる。 

※改ページ  
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（７）スケジュール 

 

 取組名 2020年度 2021年度 2022年度 

統
合 

産官学民連携による

SDGs教育の推進 

   

経
済 

民間活力を導入したＪＲ

高蔵寺駅周辺の再整

備 

   

旧西藤山台小学校施

設への生活利便施設

の誘致による整備 

   

高蔵寺まちづくり株式

会社による高蔵寺ニュ

ータウンのまちづくり 

   

社
会 

多世代交流拠点施設

「グルッポふじとう」の整

備 

   

①北口駅前広場基本設計、関係機関協議 

②にぎわい空間の整備内容及び事業スキーム検討 

③南口、地下道の改修検討 

公共施設の管理、空き家の流通促進事業、駅の賑わい創出事業などの実施 

各階層に向けたＳＤＧｓ教育の実施 
ＳＤＧ教育プログラムの作成（～９月） 

市民、小中学校、事業者向けのＳＤ 

Ｇ教育プログラムの実施（～３月） 

ＳＤＧｓに関するシンポジウムや講演会の開催 

実施設計 整備工事 

②校舎及び運動場の活用検討（～９月） 
事業用借地契約・引渡し 

①体育館トイレ様式化及び会議室整

備工事（７～９月） 

事業者公募（下半期） 

供用開始 

開発許可・整備工事 

運動場整備工事の実施（～３月） 供用開始 

※施設は、2018年４月１日に開所済 
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高蔵寺ニューモビリティ

タウン構想 

   

スマートウェルネスを目

指した団地再生の推進 

   

環
境 

高森山公園の活用    

緑のクリーンプロジェク

ト 

   
環境美化活動（随時） 

ラストマイル実証実験（10～３月） 

自動運転バス実証実験（経済産業省

事業へ応募）（上半期） 

ＭａａＳアプリ、ダイナミックアプリ等連携検討 

相乗りタクシー実証実験・試験運行（６～３月） 

自動運転バス実証実験

（１～２月） 

試験運行（持続可能なランニングスキーム、ハード 

整備等実施（2023年度まで）） 

試験運用（ＰＦ構築、 

ＯＰＥＮ化、コスト検証 

（2023年度まで）） 

試験運行（持続可能なランニングスキーム、ハード 

整備等実施（2023年度まで）） 

ＵＲ都市機構による既存建物取壊し・引き渡し（街区ごとに段階的に実施） 

ＵＲ都市機構による事業者公募（街区ごとに段階的に実施） ＵＲ都市機構による土地引渡し（街区ごとに段階的に実施） 

市民団体等との協働による高森山公園管理に関するセミナーの開催 
高森山公園管理のワー

クショップ 

 

高森山散策路等の改修に

係る測量設計 
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プラスチックごみの減量

及び域内循環 

   

環境リサイクル事業「春

日井そだち」 

   
事業者が排出する古紙の回収 

事業者が排出したプラスチックごみ等を原料としたＰＲＦの製造、市内事業者によるＲＰＦの利用 

中部大学でのプラスチックごみ減量実証実験（10月～３月） 



2020年度 SDGs未来都市全体計画提案概要（提案様式２） 

提案全体のタイトル： SDGｓで暮らしやすさと幸せをつなぐまちかすがい 提案者名：春日井市 

全体計画の概要：ＳＤＧｓの理念に基づき、持続可能なまちづくりを目指した取組を実施することで、総合計画に掲げる市の将来像「暮らしやすさと幸せをつなぐまち かすがい」の実現

を目指す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（経済面）①企業誘致の推進 
②産業振興アクションプランの推進 

（社会面）①「子はかすがい 子育てはかすがい」宣 
言の推進 

②駅周辺の賑わい創出 
（環境面）①地球温暖化対策の推進 
      ②防災・減災対策の充実 
 

２
．
自
治
体
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の 

推
進
に
資
す
る
取
組 

 

①総合計画：政策方針や施策の基本的な方向性など
の考え方はSDGｓと多くの部分で共通している。 

②まち・ひと・しごと創生総合戦略：各施策の推進と
SDGｓとの関連を明確化（SDGｓアイコンの記載など） 

③環境基本計画：2021年度を目途に各施策の推進と
SDGｓの関連性を記載した計画に改定。 

本市は、名古屋市に隣接し、鉄道などの利便性の高い交通網と快適な都市基盤を備

え、豊かな自然に恵まれたまちで、現在は微増傾向である人口も今後、減少するとと

もに少子高齢化の進行も見込まれる。 

住み慣れたまちで安心して年齢を重ね、子どもが健やかに育ち、人と人のつな

がりや生きがいを持て、いつまでも豊かな自然のもと快適な環境で過ごせる、誰

もが暮らしやすさと幸せを実感できるまち 

〇誰もが暮らしやすいまちを目指し、さまざまな取組
を展開していることから、本市同様に住宅都市と
して発展してきた他自治体は本市の取組の成果
を活用するが可能である。 

〇モデル事業である高蔵寺ニュータウンの取組も全
国に数多くあるニュータウン（住宅団地）への水平
展開が期待できる。 

１
．
将
来
ビ
ジ
ョ
ン 

地域の実態 

３
．
推
進
体
制 

2030年のあるべき姿 

（経済面）                 （社会面）                                        （環境面） 
市内就業者数（人）           子育てしやすいまちだと思う人の割合（％）          １世帯あたりの月間電力使用量 

118,772→120,000（2026年）     ①未就学児の保護者 66.7→75.0（2023年度）           276kWh→246kWh以下（2030年度） 
ﾌｧﾐﾘｰ・ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ企業登録企業数   ②小学校低学年児童の保護者 59.4→75.0（2023年度）  １人１日あたりのごみ排出量 

21→31（2027年）              ③小学校高学年児童の保護者 58.3→75.0（2023年度）   706ｇ→660ｇ（2028年度） 

2030年のあるべき姿の

実現に向けた優先的な

ゴール・ターゲット 

（域内向け）市広報紙及びホームページ、ツイッターな
どのSNSを活用した周知 

（域外向け）連携協定を締結している多治見市、愛知
県や豊田市を始め、県内のSDGｓ未来都
市と連携した周知 

（海外向け）姉妹都市であるカナダケローナ市との交
流を通じた周知 

情報発信 普及展開性 自治体ＳＤＧｓに資する取組 

各種計画への反映 

域内外の主体である中部大学（国際ESD・SDGｓセン
ター）、春日井商工会議所、市民活動団体、国内の
自治体として愛知県や豊田市を始め、県内のSDGｓ
未来都市、多治見市、海外の主体としてケローナ市
などの各主体と連携し、SDGｓの取組や周知啓発を
効果的な実施を目指す。 

全庁を挙げてSDGｓ関連事業を効果的に展開していく

ため、「春日井市SDGｓ未来都市推進本部（仮称）」を

設置する。設置にあたっては、現在、全部局長が参

集する会議（庁議）があるため、庁議を推進本部とし、

市長がトップとなり強力なリーダーシップのもと、事業

の推進を図る。 

行政体内部の執行体制 ステークホルダーとの連携 

①春日井商工会議所、王子ネピア㈱、春日井市の３者が春日井発祥の地である「ネピア」のブランド化推進及び地域への社会貢献活動に
取り組む協定を締結し、王子ネピア㈱は市内のネピア製品購売量に応じて、子どもの健全育成事業（小中学校の耐震化等）に寄付を行
っている。この取組を、自律的好循環が形成されているモデルケースとして、他の事業者にも広げていく。 

②SDGsに積極的に取り組む企業地域事業者の発掘や促進を図るため、認証・登録制度の創設や金融機関と連携し、事業者に対して
SDGsの取組に関するアドバイスやファイナンスなどの事業支援を金融機関が行う制度の構築を検討していく。 

自律的好循環の形成へ

向けた制度の構築等 



2020年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式３） 

事業名：高蔵寺リ・ニュータウンまちづくり事業 提案者名：春日井市 

取組内容の概要： 高蔵寺ニュータウンが将来にわたり、持続可能なまちであるために策定した「高蔵寺リ・ニュータウン計画」に基づき、人口減少への

対応、賑わいの創出、良好な環境の保全など様々な課題に対応した施策の展開を推進するとともに、市内他地区への水平展開を図る。 

 

 

●民間活力を導入したＪＲ高蔵寺駅周辺の 

再整備 

●旧西藤山台小学校施設への生活利便施 

設の誘致による整備 

●高蔵寺まちづくり株式会社による高蔵寺 

ニュータウンのまちづくり 

●高森山公園の活用 

●緑のクリーンプロジェクト 

●プラスチックごみの減量及び域内循環 

●環境リサイクル事業「春日井そだち」 

課題…賑わいの創出 

経済 

環境 

社会 

産官学民連携による SDGs教育の推進 

 

○大学との連携によるSDGs教育プログラム作成及び教育体制

の構築 

○商工会議所との連携による事業所へのSDGs教育の促進及び

SDGs行動事業者の拡大 

○市民団体との連携による様々な場面でのSDGs教育の普及 

〇市による小中学生へのSDGs教育の実施 

●多世代交流拠点施設「グルッポふじとう」の整備 

●高蔵寺ニューモビリティタウン構想事業 

●スマートウェルネスを目指した団地再生の推進 

課題…人口減少・少子高齢化への対応 

労働力の確保 

雇用の増加 

自然環境の保全 
環境意識の向上 

環境保全活動への

参加者の増加 

SDGs行動事業者

の増加 

課題…環境の保全 



2020年度ＳＤＧｓ未来都市等提案書 参考資料 
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◆はじめに◆

高蔵寺ニュータウンは、平成 年にまちびらきから 周年を迎える。日本で最も早い時

期に計画的に整備された大規模住宅地であり、日本三大ニュータウンにも数えられるが、

年を経過する中で、成熟した資産を形成する一方、初期の入居者が一斉に高齢期を迎える等

の課題が生じつつある。道路や公園、住宅は老朽化しつつあるものの、緑豊かで広々とした

空間が広がり、居住環境は良好であり、中心部の商業エリアは平日でもにぎわいを見せてい

る。高齢化の進展に伴い、まちが衰退するシナリオから脱却し、多様な世代が共に笑顔で暮

らす明るい未来を見通すためには、活力が維持されている「いま」こそ、高蔵寺ニュータウ

ンのまちづくりに積極的に取組まなければならない。

このため、高蔵寺リ・ニュータウン計画と題して、山積する課題の分析をもとに、今後の

年間で取組むべきプロジェクト・施策をまとめ、高蔵寺ニュータウンの未来を創造するプ

ランを策定するものである。 
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◆第１章 高蔵寺ニュータウンの現状と課題◆

１ 高蔵寺ニュータウンの概要

高蔵寺ニュータウンは、愛知県春日井市の東部に位置し、 （市域の ％）を占

めている。ＪＲ中央本線のＪＲ高蔵寺駅が最寄駅であり、ＪＲ名古屋駅まで快速列車で約

分と高いアクセス性を有している。

現在の独立行政法人都市再生機構（以下「都市再生機構」という。）である日本住宅公団

が施行した土地区画整理事業により整備され、昭和 年に入居が始まった。平成 年４

月１日時点で 人 市全体の ％ が居住している。日本の高度成長を支えた最初

期の大規模住宅地であり、千里ニュータウン、多摩ニュータウンとともに、日本三大ニュ

ータウンの１つに数えられる。

最初に入居が始まった藤山台地区を始めとした７つの地区と駅前周辺が土地区画整理事

業で整備された区域である。中心部に商業施設を集約したワンセンター方式が特徴であり、

センター周辺に都市再生機構の賃貸住宅、分譲集合住宅が立地し、その周辺を戸建住宅の

エリアが囲んでいる。谷筋に整備された緑豊かな幅の広い幹線道路と尾根筋に並び建つ団

地の風景が高蔵寺ニュータウンの独特の景観を形成している。

図１ 位置

春日井

中央自動車道

国道 号

国道 号

名鉄小牧線

中央本線

県営名古屋空港

愛知環状鉄道
Ｔ
Ｋ
Ｊ
城
北
線

高蔵寺

東
名
高
速
道
路

名古屋第二環状自動車道

高蔵寺ニュータウン

神領

勝川
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写真１ 高蔵寺ニュータウンの航空写真

図２ 高蔵寺ニュータウンの土地利用

 

◎ 

◎ 
★ 

※藤山台地区にある◎の２小学校については、平成 年４月に★で整備中の小学校に統合



第 章 高蔵寺ニュータウンの現状と課題

 

4 
 

２ 歴史とこれまでの取組

（１）開発の背景と経緯

高蔵寺ニュータウンは、日本住宅公団が実施した最初のニュータウン開発であり、土

地区画整理事業としては中部圏最大の規模である。

当時、名古屋都市圏に流入し、増大する人口に対応するため、高蔵寺ニュータウンの

開発は行われた。立地場所としてこの地区が選定された理由として、ＪＲ中央本線及び

愛知用水に近接していること、比較的なだらかな丘陵地がまとまって存在していたこと、

国有地や県有地が比較的多かったこと等が挙げられる。

開発地域はほとんどが山林・原野であったが、 ％程度の農地が含まれていた。高森

池、石尾池等のため池の名前が現在の町名として残されている。

昭和 年に開発が決定し、開発事業は 年から 年にかけて行われ、最初の入居は

年である。平成 年に人口はピークに達し、 人を超えたが、以後、減少傾向に

転じた。

写真２ 高蔵寺ニュータウン開発の移り変わりの様子

〇外之原町から高蔵寺ニュータウン方面を撮影（昭和 年頃）

〇上段写真とほぼ同じ場所から高蔵寺ニュータウン方面を撮影（昭和 年頃）

（出典：樹林舎『春日井・小牧の昭和』より 撮影＝加藤鏡氏） 
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（２）春日井市の取組

世紀に入る頃、初期に開発されたニュータウンでは入居開始から約 年が経過し

つつあり、初期の入居者が一斉に高齢化する等、全国的にニュータウンが抱える課題に

ついて議論されるようになった。人口減少、少子高齢化、身近な商業機能の衰退、全体

的な活力の低下等が典型的な現象である。

高蔵寺ニュータウンにおいても、平成 年に市、愛知県、都市再生機構中部支社、高

蔵寺ニュータウンセンター開発株式会社を構成員とする「高蔵寺ニュータウン活性化施

策検討会」を設置し、議論を始めた。平成 年に「高蔵寺ニュータウン話そう会」、

年に「ニュータウンミーティング」を開催し、地域住民の意見の集約、反映を図る取組

も行ってきた。この時の議論を踏まえ、子育て支援拠点「東部子育てセンター」、市民団

体の活動拠点「東部ほっとステーション」を開設し、まちのガイドブック「まちなび」

を発行した。

これらの取組に先行して、平成 年に中央台小学校の余裕教室を活用し、地域におけ

るさまざまな活動の拠点としている。

写真３ 東部子育てセンター

高蔵寺ニュータウンの総合的なまちづくりに向けて、本格的な取組が始まった契機は、

平成 年の藤山台地区における小学校統合である。平成 年以降、高蔵寺ニュータウ

ンを専門に担当する市政アドバイザーの設置、まち語りサロンの開催、市と都市再生機

構中部支社のまちづくり支援のための覚書の締結、公民連携による空き家流通促進のた

めのプロジェクト、住民参加型の※インフラ修繕活動「緑のクリーンプロジェクト」等

の施策を集中的に展開している。平成 年には新たな藤山台小学校が地域に開かれた学

校として開校することになっており、旧小学校施設についても、多世代交流拠点として

整備するための準備を進めている。

※インフラ 道路や公園、上下水道、学校等、市民生活に必要な公共施設等の社会基盤のこと。
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写真４ 旧小学校施設の整備に向けたワークショップの様子

（３）諸機関・団体の取組

高蔵寺ニュータウンでは、入居開始から 年を超える歴史の中で、地縁団体、市民団

体、民間企業等による多様な活動が行われており、※ソーシャルキャピタルが充実して

きている。

センター地区の商業施設等の運営・管理を行う高蔵寺ニュータウンセンター開発株式

会社は、高蔵寺ニュータウン内を循環するバス（２ルート）を平成 年から運行してお

り、年間 人程度が利用する重要な日常生活の足を提供しているほか、ＮＰＯ団

体等と連携し、高蔵寺ニュータウン全体のお祭りとして「高蔵寺きてみん祭」を 年か

ら実施している。

写真５ サンマルシェ循環バス

※ソーシャル・キャピタル 「社会関係資本」と訳される社会的ネットワークとそこから発生する規範、信頼のこと。
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写真６ 高蔵寺きてみん祭

高蔵寺ニュータウン近くに立地する中部大学は、文部科学省の「地（知）の拠点整備

事業」に採択され、平成 年から高齢者宅への学生のホームステイや都市再生機構賃貸

住宅等に学生が入居し、住民との交流の深める取組を始めとした高蔵寺ニュータウンの

活性化に向けた取組を行っている。

都市再生機構は、居住ニーズの多様化に対応するため、ペット共生住宅、※ＤＩＹ住

宅、学会・学生と連携した賃貸住宅の※リノベーション等を試みている。

買い物弱者対策として、春日井市観光コンベンション協会による移動販売事業が、平

成 年から藤山台地区、石尾台地区で実施されており、 年１月からは、高森台地区

の一部でも開始された。

東部ほっとステーションで活動している 団体を始め、多くの市民団体が、まちづく

りや福祉等のさまざまな分野で活動を展開している。

高蔵寺ニュータウンにおける町内会・自治会への加入率は ％であり、地区推進協

議会、地区社会福祉協議会等の多様な地縁団体が活発な活動を展開している。

表１ これまでの主要な出来事

年 出来事

昭和 年

年

年

年

平成７年

年

年 

日本住宅公団が高蔵寺地区でのニュータウン開発を決定 
藤山台地区で入居開始 
ショッピングセンター「サンマルシェ」が開店 
土地区画整理事業の完了 
人口がピークとなる（ 人） 
サンマルシェ循環バスの運行開始 
藤山台地区の小学校が統合

※ＤＩＹ住宅 （ ）は居住者が自分で建築やリフォーム等を行うこと。都市再生機構のＤＩＹ住宅は、退去時におけ

る原状回復義務等の制約を見直し、入居者が好みの住まいづくりができる賃貸住宅制度のこと。
※リノベーション 既存の建物に大規模な改修工事を行い、用途や機能を変更して性能を向上させたり、付加価値を与えること。
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３ 現状と課題

（１）高蔵寺ニュータウンの特性と周辺との関係

ア 高蔵寺ニュータウンの特性

高蔵寺ニュータウンとともに三大ニュータウンと呼ばれる千里ニュータウン、多摩

ニュータウンと比較すると、次のような特性が挙げられる。

①日本住宅公団単独による開発であること。

②すべての区域が春日井市域内であること。

③商業施設が中心部に集約されている（ワンセンター方式である）こと。

④区域内に鉄道駅がなく、公共交通をバスが担っていること。

これらの特性により、次のような影響がうかがえる。

日本住宅公団単独の開発であり、一部に県営住宅があるほか、公的住宅は都市再生

機構賃貸住宅が大半を占めていることから、再生の主体として都市再生機構に期待が

集まる傾向にある。

他のニュータウンが複数の行政区域にまたがっているのに対して、春日井市域内で

完結するため、国の地方支分部局や県が、広域的な行政課題として取り上げる機会が

少なかった。

ワンセンター方式であることから、人口の減少局面においてもセンター地区の商業

施設のにぎわいが保たれている一方で、センター地区から離れた場所では最寄品の購

入に不便が生じるようになってきている。

区域内に鉄道駅がないことから、民間開発の誘導が進まない傾向がある。バス路線

については相当な運行本数が確保されているが、不動産評価等の経済的な価値に反映

されていない。

これらの論点は、高蔵寺ニュータウンが抱える構造的な特性であり、充分に理解し

つつ、課題の克服にのぞむ必要がある。

イ 当初の計画思想と実現状況

日本住宅公団にとって最初のニュータウン開発であったことから、計画にあたって

は多くの都市計画研究者が参加し、最先端の計画思想の導入を図った。幹線道路から

馬蹄形の補助幹線を通じて各住区に至る段階的な道路構成、尾根筋への集合住宅の配

置、歩車分離を徹底した歩道ネットワークは、高蔵寺ニュータウンの特徴的な景観と

して実現している。なお、歩道ネットワークについては、集合住宅内の駐車場増設に

より、一部変更されている箇所がある。
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図３ 高蔵寺ニュータウンマスタープラン

（出典：「高蔵寺ニュータウン計画」高山英華 編）

※近隣住区の商業エリアを分散させたまちづくりへの反省から、当時注目されてい

たワンセンター方式がいち早く導入され、現在のセンター地区が形成されている。そ

の機能を補完するものとして、藤山台地区、岩成台地区、高森台地区に※サブセンタ

ーが整備された。センター地区のにぎわいは現在も確保されているものの、サブセン

ターの商業機能は自動車によるアクセスに充分に対応できていないこと等により縮小

している。

当初計画では、南部に位置する航空自衛隊高蔵寺分屯基地も計画区域に含まれてい

たが、基地の移転が実現しなかったことから、計画区域を縮小して事業が実施された。

計画人口は、世帯人員を集合住宅 人、戸建住宅 人と想定し、 人と

設定されたが、少子化等により、人口ピーク時（約 人）の平成７年においても、

世帯人員は集合住宅 人、戸建住宅 人にとどまり、計画人口には届かなかっ

た。

高森台地区には、職住近接の観点から企業誘致を行うサービスインダストリー地区

が設けられたが、環境保全の観点から、環境負荷の少ない企業の誘致が行われた。隣

接する県有地は長らく未利用のままであったが、近年、社会福祉施設の立地が進展し

つつある。

※近隣住区 都市計画で、小学校を中心に店舗・レクリエーション施設等を配置する住宅地域のこと。
※サブセンター センターが広く地域の中心であるのに対して、センターと連携して、より狭い範囲の日常生活を支えるよう，買い物や生活

サービスを提供する店舗等が整備された拠点のこと。
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ウ 春日井市における高蔵寺ニュータウン

春日井市は、名古屋市への通勤・通学者が多く居住する県内有数の住宅都市であり、

市街化区域の ％を土地区画整理事業で整備し、良好な住宅地を形成してきた。こ

れらの住宅地を貫いてＪＲ中央本線が伸びており、市内には５つの駅（うち３つは快

速列車停車駅）がある。５つの駅のうち、ＪＲ高蔵寺駅の乗降客数が１日平均約

人と最も多い。名古屋市に最も近いＪＲ勝川駅周辺では、昭和 年から平成 年に

かけて大規模な駅周辺開発を実施した。次いで、ＪＲ神領駅、ＪＲ春日井駅でも自由

通路の整備を推進する等、駅周辺のまちづくりを進めている。

入居開始から 年以上が経過した高蔵寺ニュータウンは、土地区画整理事業により

一体的に整備された住宅地に生じる課題に市内でもいち早く直面しつつある。高蔵寺

ニュータウンの課題に取組むことは、春日井市にとって、その成果を市内全域に適用

できるモデルケースとして捉えることができる。

図４ 土地区画整理事業の実施状況
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エ 名古屋市の東方に位置する住宅地の集積

高蔵寺ニュータウンを始め、桃花台ニュータウン（小牧市）、菱野団地（瀬戸市）と

いった昭和 年代に開発事業が始まった郊外型の大規模ニュータウンが名古屋市の

東方に集中している。また、隣接する名古屋市守山区の志段味地区において、高蔵寺

ニュータウンと同規模の住宅地開発が進行中である。

住宅地としての魅力向上のためには、単独の住宅地だけでなく、近接する住宅地を

一体として捉えて、交通網の充実、商業施設の集積等を図っていくことが有効である。

また、都市緑化植物園（春日井市）、市民四季の森（小牧市）、東谷山フルーツパー

ク（名古屋市）といった緑豊かな広域的な公園の集積を始めとした地域の魅力的な資

源の集積を行政区域を超えて情報発信し、認知の向上を図ることが重要である。

リニア中央新幹線の開通により実現する関東から関西までの※メガリージョンにお

いて、名古屋都市圏が牽引力を発揮するためには、ものづくり産業の集積を活かしつ

つ、名古屋都心の業務機能の強化を図るとともに、高蔵寺ニュータウンを始め、周辺

の住宅地においては、魅力的な住環境を伴った住宅供給を担う必要がある。

これらの名古屋市の東方に位置する住宅地にとって、ＪＲ高蔵寺駅は鉄道とバス路

線（名古屋ガイドウェイバスを含む）を結ぶ重要な交通結節点となっている。ＪＲ高

蔵寺駅には愛知環状鉄道が乗り入れており、豊田・岡崎方面への通勤・通学のニーズ

にも対応していくことが重要となっている。

図５ 名古屋都市圏における郊外住宅地の分布状況

※メガリージョン 大都市とその周辺都市で構成され、経済、産業、交通の一大圏として発展する巨大連坦都市圏のこと。
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【課題】

・ 約 戸の賃貸住宅を抱える都市再生機構が取組む団地再生を高蔵寺ニュータ

ウン全体のまちづくりにいかに活かすことができるか。

・ 計画的に整備された既存資産（※ストック）をいかに活かすことができるか。

・ ワンセンター方式の商業集積の利点を活かしつつ、身近な生活利便性をいかに高

めるか。

・ バスを主体とした利便性の高い公共交通を経済的な価値にいかに結びつけるか。

・ 名古屋市の東方に位置する住宅地全体の魅力をいかに高め、認知の向上を図るか。

・ 交通結節点であるＪＲ高蔵寺駅の機能をどのように活用・発展させるか。

（２）人口・世帯の動向

ア 人口・世帯

人口は、平成７年の 人超をピークに減少傾向に転じ、 年４月現在、

人となっている。一方、世帯数は 世帯前後を推移しており、小世帯化が進んで

いる。

戸建住宅の居住者が最近 年間は 人超の横ばいで推移しているのに対して、

集合住宅の居住者は減少を続けている。これまでの人口減少は、主に都市再生機構賃

貸住宅の居住者の減少が影響している。

図６ 人口・世帯数の推移

※ストック 道路、公園、上下水道等の都市基盤、住宅や店舗、工場等の建造物等の資産のこと。
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図７ 戸建・集合住宅別の人口の推移

イ 少子高齢化

歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合である高齢化率は平成 年から市平

均を上回り、 年には ％となっており、 ～ 歳の年少人口が総人口に占める割

合である年少人口率は 年から市平均を下回り、 年には ％となっている。

地区別に見ると、戸建住宅の割合が高い地区で高齢化率が高く、石尾台地区では

％を超えている。

児童数の減少により、最初期に入居が始まった藤山台地区では１地区に３つあった

小学校（他地区は２校以下）を統合し、平成 年には新たな藤山台小学校を開校する。

図８ 高齢化率・年少人口率の推移
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（出典：昭和 年～平成 年は国勢調査、平成 年は住民基本台帳） 
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ウ 子育て世帯

全世帯に占める子育て世帯（ 歳未満の子どもがいる世帯）の割合は、減少してお

り、人口が最も多かった平成７年には ％であった割合が、 年には ％まで

減少している。

図９ 子育て世帯の割合の推移

【課題】

・ 若い世代の居住をいかに誘導し、世代間の均整がとれた住宅地を目指すか。

・ 都市再生機構における団地再生の取組の機運をいかに高めるか。

・ 高齢世代の居住の安全・安心をいかに高めるか。

・ 子育て世代の教育・子育て支援へのニーズにいかに応えるか。

（３）住宅・土地の状況

ア 住宅の構成

高蔵寺ニュータウンにおける住宅の構成は、全体戸数の ％を戸建住宅（約

戸）と ％（約 戸）の都市再生機構賃貸住宅とが大半を占めている。この他に、

都市再生機構（日本住宅公団時のものを含む）が分譲した集合住宅が ％（約

戸）を占めており、初期に分譲された集合住宅が老朽化しつつあることにも留意する

必要がある。

都市再生機構賃貸住宅が ％を占める地区がある一方、戸建住宅が ％を占める

地区もあり、地区により住宅の状況が大きく異なっている。
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図 住宅種別の構成

イ 空き家・空き地の発生状況

高蔵寺ニュータウン内の空き家・空き地については、平成 年に高蔵寺ニュータウ

ン住宅流通促進協議会が調査しており、空き家率は、 ％であり、 年に実施され

た住宅・土地統計調査の全国（ ％）、県（ ％）と比べて低い。

戸建住宅の空き家率は ％（ 戸）である一方、都市再生機構賃貸住宅の空き家

率は ％（ 戸）であり、高蔵寺ニュータウンの空き家は都市再生機構賃貸住

宅の影響が大きい。５階建て・エレベーターなし・※階段室型集合住宅の４、５階で

空き家が多くなる傾向がある。分譲集合住宅の空き家率は ％（ 戸）と高いとは

言えないが、一部に ％を超えるものがあることに留意が必要である。

高蔵寺ニュータウンにおける空き地は、平成 年現在で 区画あり、 ％が民間

駐車場、 ％が未利用の状態である。平成 年の調査時には 区画あったが、住宅

の建設等により空き地は減少している。

※階段室型集合住宅 隣り合う同一階の２戸で１つの階段を共有し、共有廊下がない低中層住宅のこと。

（出典：高蔵寺ニュータウン住宅流通促進協議会発行 すまいアップ ） 
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ウ 住宅・土地の流通状況

国土交通省が発表している地価公示価格は、高蔵寺ニュータウン内の全ての標準地

で低下を続けている。平成 年の春日井市の宅地平均地価である 円／㎡と比

較すると、ＪＲ高蔵寺駅前を除き ～ 円と低価格である。不動産業者への

ヒアリングによると高蔵寺ニュータウン内の宅地は敷地面積が大きく、敷地全体の価

格が高くなることから、相対的に平米単価が低くなる傾向があるという指摘がある。

中古住宅についても、敷地面積が大きいことから価格帯が高く設定され、流通しに

くい傾向にある。

平成 年に高蔵寺ニュータウン住宅流通促進協議会が実施した持ち家居住者アン

ケートの結果から、高蔵寺ニュータウンに住み続けたい人が ％である一方、住み替

え意向のある人が ％、うち半数が持ち家の売却意向を持っている。今後、持ち家の

％程度が少なくとも市場流通の可能性があり、流通促進を図らない場合は、一部が

空き家となるおそれがある。

【課題】

（４） 交通の状況

ア 鉄道の状況

ＪＲ中央本線の市内５駅の中で、乗降客数はＪＲ高蔵寺駅が最も多く、１日平均約

人であるが、近年は、通勤・通学者の減少により一貫して利用者も減少してい

る。

一方、ＪＲ高蔵寺駅に乗り入れている愛知環状鉄道の乗降客数は増加傾向にあり、

豊田・岡崎方面への通勤・通学の手段としての役割が増している。

・住宅地としての高蔵寺ニュータウンのブランドイメージをいかに再生するか。

・老朽化しつつある集合住宅ストックをいかに活用・再生するか。

・エレベーターなしの階段室型中層集合住宅の高層階空き家をいかに取り扱うか。

・中古住宅の流通促進をいかに図るか。

・最低敷地面積をどのように取り扱うか。

・空き家住宅のリノベーション、他用途活用、コミュニティ利用をいかに行うか。



第 章 高蔵寺ニュータウンの現状と課題

 

17 
 

図 ＪＲ中央本線及び愛知環状鉄道線の１日平均乗降客数の推移

（出典：春日井市調べ）

イ バスの状況

高蔵寺ニュータウン内を運行するバス路線は、ＪＲ高蔵寺駅発着が８路線あり、朝

夕は１時間あたり 本以上の頻度で運行され、市内の他地区と比較すると利便性は高

い。なお、深夜割増料金が発生する深夜バスを除くと、終バスが 時 分であり、

早過ぎるとの指摘が多い。

また、高蔵寺ニュータウンセンター開発株式会社が運行するサンマルシェ循環バス

は、センター地区を中心に西回り、東回りの２ルートがあり、１時間あたり１～２本

の頻度で運行されている。

その他、高蔵寺ニュータウン周辺に立地する病院が送迎用の巡回バスを運行し、地

域の病院利用者である高齢者等の日常の足として貢献している。

高蔵寺ニュータウン内を運行する名鉄バス（高蔵寺ニュータウン線）の利用者は、

通勤・通学客の減少により、平成 年度の年間約 人から約 人を

下回るまでに減少している。一方、サンマルシェ循環バスの利用者は、年間

人前後で推移している。

ウ 交通渋滞の状況

朝夕の通勤・通学時間帯には、ＪＲ高蔵寺駅北口の駅前広場及び市道高座線沿道で、

送迎車による混雑が発生することがある。また、幹線道路から市道駅前広場線の左折

車線においては、天候等によっては渋滞が発生し、バスの運行に遅れが生じることが

ある。
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エ 歩行環境

戸建住宅の敷地の多くは斜面地に設けられているため、坂道が多く、商業施設やバ

ス停への移動に困難や不安を抱えている居住者が多くいる。また、初期に整備された

道路には歩道が充分に確保されておらず、バリアフリーへの配慮が充分でないものが

多くある。

センター地区から周辺の集合住宅については、歩道ネットワークが計画的に整備さ

れているが、駐車場の増設により、一部変更されている箇所がある。

【課題】

・交通結節点であるＪＲ高蔵寺駅の機能をどのように活用・発展させるか。

・天候等によって発生する交通混雑をいかに緩和するか。

・バスを中心にした交通環境をいかに維持・向上するか。

・バス等の高い利便性をいかにアピールするか。

・高蔵寺ニュータウンの外縁部や周辺地域の交通困難エリアをいかにサポートする

か。

・公共交通では対応できない坂道の移動困難性をいかに克服するか。

・施設の適正配置等により、歩いて暮らせるまちをいかに実現するか。

（５）商業・工業の状況

ア 商業施設の立地状況

ワンセンター方式により、センター地区には大規模小売店舗を核として商業施設が

公共施設とともに集積している。大規模小売店舗は平日でもにぎわっており、売り上

げも比較的高い水準を保っているが、近年、減少傾向にある。

このほか、高蔵寺ニュータウン内には、スーパーが２か所、コンビニエンスストア

が か所ある。移動に不安を抱える高齢者が増加する中で、最寄品が購入できる身近

な商業施設を望む声が多い。一方、土地利用規制が厳しいこと、幹線道路沿いの敷地

が少ないことが、商業施設の立地が進まない要因となっている。

集合住宅内には身近な商業施設としてサブセンターが設けられているが、自動車利

用を重視していない立地に加え、近郊における大型商業施設の増加による環境の変化

に伴って利用者が減少した。その結果、商業施設が撤退し、飲食、福祉等の施設に入

れ替わっており、にぎわいが乏しくなっている。
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図 商業施設の立地状況

（出典：春日井市調べ）

イ 工業の立地状況

高蔵寺ニュータウン北側に位置するサービスインダストリー地区には、環境負荷が

比較的小さい工場等の企業が立地している。

凡例

 
センター地区

サブセンター

スーパー

コンビニエンスストアー

高蔵寺ニュータウン
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【課題】

・センター地区の魅力の維持・向上をいかに図るか。

・立地適正化の観点から、高蔵寺ニュータウンの拠点であるセンター地区を補うサ

ブ拠点をどのように配置するか。

・従来のサブセンターの役割をどのように見直すか。

・生活利便施設の立地をいかに促進するか。

・職住近接の観点から、雇用の確保・促進をいかに図るか。

（６）公共公益施設の状況

ア 公民館・集会施設

公民館が１か所（東部市民センター）、その他の集会施設が か所ある。

東部市民センターには、市役所出張所、図書室、ホール 席 、集会室等があり、

さまざまな市民活動に利用されている。その他の集会施設も含めて、市民活動が活発

であり、利用率は高い。

イ 学校・児童福祉施設

高等学校が１校、中学校が４校、小学校が９ 平成 年度から８ 校、幼稚園が５園、

保育園が６園、子どもの家（学童保育）が６施設ある。センター地区には、子育て支

援センターがあり、高蔵寺ニュータウン外からの利用者も多い。

ウ 病院・社会福祉施設

当初の計画により医者村が設けられ、多くの診療所が立地しているが、医師の高齢

化等のため、今後の継続を心配する声がある。高蔵寺ニュータウン周辺には、比較的

規模の大きな総合病院が２つある。

社会福祉施設については、土地利用規制が厳しいことから地区内での立地が進まず、

高蔵寺ニュータウン周辺に多くの施設が立地している。また、※地域包括支援センタ

ーは地区内には立地していない。

長年の間、利用が進まなかった県有地では、近年、高齢者、障がい者のための社会

福祉施設の立地が行われるようになってきている。

※地域包括支援センター 地域住民の心身の健康保持と生活安定のため、看護師や保健師、社会福祉士、主任ケアマネージャーが一体となり、

総合相談や予防事業を行う機関のこと。
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図 社会福祉施設の立地状況

（出典：厚労省介護サービス情報公開システム）
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【課題】

・東部市民センターの公的サービスをいかに充実させるか。

・東部市民センターのホール、図書室等の文化施設の機能の向上をいかに図るか。

・市民の活発な活動を支えるスペースをいかに確保するか。

・子育て世帯のニーズにあった施設をいかに適正に立地させるか。

・福祉・医療施設を身近な場所にいかに立地させるか。

（７）社会基盤施設の状況

ア 道路・駅前広場

幅員 ｍの幹線道路とともに、 ｍ以上の補助幹線道路が高蔵寺ニュータウンの骨

格を形成しており、大きく育った街路樹によって緑豊かな公共空間が育まれている。

一方、区画道路では歩道の確保、バリアフリー化の面で充分でないものも多い。

ＪＲ高蔵寺駅北口広場は、約 ㎡の面積で、土地利用には比較的余裕がある。

過去には、桃花台ニュータウンから新交通システム（平成 年に廃止となったピ

ーチライナー）が高蔵寺ニュータウン内を通ってＪＲ高蔵寺駅まで乗り入れる計画が

あり、これらの比較的余裕のある道路空間は新交通システムの乗り入れに対応するこ

とを想定したものでもある。

図 桃花台線（仮称）建設計画会議の報告書（昭和 年 月 日）に示された路線計画図

（出典：桃花台線建設誌 愛知県 平成 年 月）

桃花台

ニュータウン

高蔵寺駅

桃花台線延長

高蔵寺

ニュータウン

小牧駅
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イ 公園

一人あたりの公園緑地の面積は ㎡であり、市平均の ㎡を上回っており、

公園の整備水準は高い。一方、あまり利用がされていない公園もあり、居住者のニー

ズに合っていないといった指摘がある。

都市再生機構賃貸住宅内においては、児童遊園や※プレイロットが設けられており、

今後の団地再生にあたっても、良好な住環境の保全のため、公園や多目的広場等の確

保が期待される。

ウ インフラの老朽化

当初建設されたインフラは、供用開始から 年以上経過しており、道路、下水道

等で老朽化が目立ってきている。一斉に老朽化を迎える時期に来ており、効率的な対

応が求められる。なお、上水道については、改修工事が平成 年までに完了している。

【課題】

・計画された良好な既存資産（ストック）をいかに次世代につなげるか。

・道路や公園の豊富なスペースの有効利用をいかに図るか。

・老朽化しつつある公共インフラの更新をいかに効率的に行うか。

（８）自治組織・市民団体の状況

ア 自治組織の状況

自治会・町内会への加入率は ％であり、市平均の ％を大きく上回っている。

このほか、地区社会福祉協議会、地区推進協議会の活動は比較的活発である。一方、

老人クラブへの加入はあまり進んでいない。小学校の余裕教室を活用し、複数の自治

組織が連携して活動する中央台や東高森台地区、自宅を開放したまち歩きのお祭りや

集会所での手作り居酒屋の開催等のイベントを展開する押沢台地区、地域の人が講師

となり中高年層が楽しく学びながら、仲間づくりや健康づくりを図れる地域交流の場

を設けている石尾台地区、地域の人による歌や踊り、手芸作品の発表の場となる芸能

大会を開催する岩成台西地区を始めとして、住民による活動が活発な地区がある一方

で、組織化が進まず、活動が活発でない地区もある。平成 年までは、高蔵寺ニュー

タウン全体での町内会・自治会の連絡組織があったが、活動実態が乏しいことから解

散した。

イ 市民団体の状況

高蔵寺ニュータウンに活動拠点を置き、市民活動支援センターに登録している市民

団体は 団体ある。また、東部ほっとステーションで活動している市民団体は 団

体ある。福祉関係の活動を行う団体が多いことが特徴である。市民団体と自治組織を

結ぶ横断的な組織は形成されていない。

※プレイロット 団地やマンションの敷地の一角に設けられた、砂場やブランコ、滑り台等の遊具が設置されている比較的狭い遊び場のこと。
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【課題】

・自治組織及び市民団体の活動や連携をいかに支援するか。

・自治組織と市民団体との連携をいかに支援するか。

（９）防災・防犯の状況

ア 災害の危険性

高蔵寺ニュータウンがあるエリアは、東海・東南海連動地震の被害想定では、最大

震度、液状化危険度のいずれの面でも比較的安全性の高い場所にある。また、庄内川

の氾濫による浸水危険性も低い。

図 愛知県全域の最大震度分布

出典：愛知県東海地震・東南海地震等被害予測調査結果

イ 犯罪の発生状況

平成 年における刑法犯の人口千人あたりの犯罪発生率は 件であり、市平均

の 件を大きく下回っており、犯罪危険性の低い地域であることがわかる。

【課題】

・高蔵寺ニュータウンの災害に対する安全性をいかにアピールするか。

・高蔵寺ニュータウンの治安の良さをいかにアピールするか。

高蔵寺ニュータウン 
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（１０）住民の意識

平成 年に実施した住民意識調査では、住環境への満足度は ％と高く、「緑の豊

かさ」、「静かさ」、「まち並み」に対する評価が高い。一方、「高齢化」、「子どもの減少」、

「歩きにくい」といった課題が強く認識されている。住民としては「にぎわい」よりも

「落ち着いた雰囲気」を重視する人が多く、 ％となっている。

【課題】

・豊かな既存資産（ストック）や良好な住環境をいかに保全するか。

・少子高齢化、移動の困難さといった重要課題にいかに対応するか。

・若い世代の流入促進と良好な住宅環境の確保をいかに両立させるか。
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◆第２章 高蔵寺リ・ニュータウン計画◆ 

 

１ 基本理念と目標                            

（１）リ・ニュータウンの基本理念 

ア リ・ニュータウン 

 高蔵寺ニュータウンのまちづくりは、計画的に整備されたニュータウンの成熟した

資産（ストック）を活かしつつ、更新（リノベーション）を重ねながら、新たな若い

世代への居住の魅力と全ての住民への安らぎを提供し続けるために、「ほっとできるふ

るさとでありながら、新たな価値を提供し続ける“まち”であり続けること」（リ・ニ

ュータウン）を目指す。 

 

イ ７つの基本理念 

    リ・ニュータウンのまちづくりを推進するための７つの基本的な理念を次に掲げる。 

①成熟した資産の継承 

計画的に整備されたインフラ、周囲の豊かな自然とまちが育てた緑、多様で豊富な

住宅ストック、活発な地域住民の活動等、成熟した資産を継承し、その魅力を活かし

たまちづくりを進める。 

②公共施設・生活利便施設の集約化とネットワークの構築 

生活に必要なサービスを供給できる拠点を適切に配置し、公共施設や生活利便施設

を集約化するとともに、相互に連携したネットワークを構築する。 

③暮らしと仕事の多様性の確保 

多様な年齢、個性を持った人々が共に居住（※ソーシャルミックス）し、交流し、

連携することができるように、住まいと活動の場を提供するとともに、誰もが使いや

すい（ユニバーサルな）空間とサービスの提供を推進する。大都市への通勤のみでは

なく、在宅ワーク、※シニアベンチャー、※コミュニティビジネスを始めとした多様な

働き方を実現し、地域内にも雇用を生み出すことができる環境整備を進める。 

④住民・事業者・市の協働の推進 

住民一人ひとりがまちづくりの主体であることを基礎としつつ、自治組織、市民団

体、地域の事業者及び市がそれぞれの役割と責任を明確にしつつ、力を合わせてまち

づくりに貢献する。 

 

 
※ソーシャルミックス  世代、職業、経歴、所得等が異なる人々が同じ地域で交流して暮らすこと。 
※シニアベンチャー    独自技術や経験を持つ高齢者（シニア）が、その知恵を活かして新たな分野を開拓し起業をすること。 
※コミュニティビジネス 市民が主体となって、地域が抱える課題をビジネスの手法により解決し、地域再生を通して得た利益を地域に還元す

る事業のこと。 
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⑤持続可能な都市経営の仕組みの構築 

常に新たな居住者が流入するように、住宅等の既存資産（ストック）が適切に市場

で流通し、まちの機能更新が継続的に行われるようにすることで、地域内の経済循環

を生み出し、まちづくりの財源の確保を目指す。 

⑥高蔵寺ニュータウンを核とした周辺・広域との連携強化 

まちづくりにより創出されるサービスは、高蔵寺ニュータウン内のみではなく、周

辺地域も対象圏域とすることにより、持続可能な質と量を確保することができる。ま

た、行政区域を超えて、近接する住宅地の魅力を連携して創造・発信することにより、

魅力的な住宅地としての認知を高める。 

⑦まちの新たなブランド力の創造と発信 

「高蔵寺ニュータウン」が魅力的な住宅地のブランドとして広く認知され、新たな

居住者の流入につながるよう、成熟した資産を活かしつつ、機能とデザインの更新を

図り、まちの魅力の創造と発信を行う。 

 

 （２）計画期間 

 平成28年度から10年間において、着手、実施又は検討するプロジェクト、施策につ

いて計画する。 

 

（３）計画区域 

高蔵寺ニュータウンの区域（日本住宅公団春日井都市計画高蔵寺土地区画整理事業区域）

内で実施又は適用するプロジェクト、施策について計画する。ただし、高蔵寺ニュータウ

ンの区域を超えて実施又は適用されるプロジェクト、施策についても対象とする。 

 

（４）施策の構成 

   基本理念の実現を目指して、計画期間及び計画区域において実施する施策を次のよう

に構成する。 

①先導的な主要プロジェクト（30～38ページに記載） 

   複数の施策をまとめて一体で実施するプロジェクト型の取組を「先導的な主要プロジ

ェクト」として掲げ、速やかな効果の発現による計画の着実な推進を誘導する。 

②課題に応じた主要な施策（39～44ページに記載） 

   第１章で整理した課題に対応するために推進する主要な施策を掲げる。これらの施策

の推進の中で、特に一体で実施するものを①でプロジェクトとして提示している。 
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（５）目標 

 プロジェクト及び施策の推進により達成を図る目標を次のとおり掲げる。 

ア 人口・世帯の目標 

    

  

 

 

 

 

 【目標値の考え方】 

 世代間の均衡を確保し、多世代が共生する社会を実現するために、若年ファミリー世帯

の流入を図る施策を積極的に講じることにより、高蔵寺ニュータウンで新築される住宅及

び流通する中古住宅に若年ファミリー世帯が流入する想定で算出したもの。 

 

イ 成果指標 

    成果指標として次の６つの指標と目標値を設定する。 

 
 
 
※デマンド交通  利用者が電話や情報端末から予約を行うことで、停留所やエリア内の希望の場所に乗り物を呼び寄せる交通システムのこと。 
※地域包括ケア  重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、高齢者の尊厳の保持と自立生

活の支援の目的のもとで、地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進していくこと。

項目 基準値 目標値 

人口 
45,217人 

（平成27.4.1） 

48,000人 

（平成37年） 

子育て世帯（18 歳未満の子どもがい

る世帯）の割合 

19.7％ 

（平成27.4.1） 

25％ 

（平成37年） 

分野 成果指標 基準値 
目標値 

（平成37年度） 
目標値の考え方 

住宅流通 
戸建住宅の空き

家率 

3.2％ 

（平成26年度） 
3.2％以下 

戸建空き家の流通促進に

より、現状値以下を目指

す 

交通 
公共交通の人口

カバー率（※１） 

76.2％ 

（平成27年度） 
85％ 

現行交通の維持、※デマン

ド交通の導入等により、

おおむね10％の上昇を

目指す 

※地域包

括ケア 
要介護等認定率 

12.2％ 

（平成27年度） 
21％以下 

地域包括ケアシステムの

構築により、平成37年度

における市全域の推計値

以下を目指す 

既存資産

（ストック）

の活用 

長寿命化対策を

実施した公園数

【累計】（※２） 

７公園 

（平成26年度） 
15公園 

引き続き、長寿命化対策

を実施することにより、

現状のおおむね２倍の実

施数を目指す 
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  ※１ 公共交通は、名鉄バス、かすがいシティバス、デマンド交通（平成27年度は０％）

で算出 

  ※２ 長寿命化対策とは、公園施設長寿命化計画に基づき適切に維持管理されている公

園施設の遊具の改築を進めるもの 

  ※３ ＪＲ中央本線及び愛知環状鉄道の乗降客数を合算したもの 

  ※４ 基準値は市のホームページの閲覧数 

  

  

 
 

分野 成果指標 基準値 
目標値 

（平成37年度） 
目標値の考え方 

広域連携 

高蔵寺駅の１日

平均乗降客数

（※３） 

50,033人 

（平成26年度） 
51,000人 

名古屋方面及び豊田方面

への通勤者の居住促進に

より、現状維持を目指す 

情報発信 

ホームページ年

間アクセス件数

（※４） 

6,851件 

（平成26年度） 
30,000件 

専用ホームページの作成

等により、現状のおおむ

ね４倍の件数を目指す 
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２ 先導的な主要プロジェクト                      

  高蔵寺リ・ニュータウン計画をできる限り早く実現するため、先導的な主要プロジェクト

を次のとおり推進する。 

  先導的な主要プロジェクトには、２年以内に着手する「先行プロジェクト」と先行プロジ

ェクトの効果を検証して展開を図る「展開プロジェクト」、プロジェクト及び施策の実施状況

を内外に積極的に発信する「情報発信プロジェクト」の３つがある。 

 

（１）先行プロジェクト（２年以内に着手。本項目ウは平成31年３月追加） 

ア 旧小学校施設（旧藤山台東小学校）を活用した多世代交流拠点の整備 

【プロジェクトの概要】 

旧藤山台東小学校の施設を活用し、子ども、子育て世帯、高齢者等を始めとした多世代

が交流する拠点を整備する。近接するセンター地区と連携しつつ、隣接する中学校、高校

と一体となった「まなびと交流のセンター」として位置づける。 

【創造する活動のイメージ】 

   子どもの居場所や介護相談を始めとして、子ども、子育て世帯、高齢者等にとって必要

なサービスが受けられるようにするとともに、図書室や交流の場等で多世代がゆるやかに

交流することができる。 

【具体的な取組の例】 

①公共系：図書室、児童館、地域包括支援センター 

   ②民間系：※コミュニティカフェ（交流の場）、市民活動のスペース 

③運動場、体育館は、活動に必要な規模を確保して市民向けに開放 

④近接する敷地に保育園を移転することを検討 

⑤東部市民センターは、ホールと連動した芸術・文化機能や市民活動の場を充実 

＜周辺の整備＞ 

⑥施設周辺の交通環境を改善するため、歩道の拡幅等を実施 

＜運営＞ 

⑦公民連携で設立するまちづくり会社により、施設を可能な限り一体的に管理・運営 

⑧公益性に配慮しつつ、持続的な経営が可能となるように収益を確保 

⑨図書室については、子育て世帯・子ども・※ヤングアダルト向けの蔵書の充実、高蔵

寺ニュータウンに関する文献・資料の※アーカイブ機能、希少な蔵書を有する住民か

らの寄贈を活用する等、高蔵寺ニュータウンの特性に応じた特色ある施設となるよう、

工夫を凝らした運営を指向 

 
 
※コミュニティカフェ  地域社会の中で住民や利用者の「たまり場」や「居場所」になっている場所のこと。 
※ヤングアダルト     子どもから大人に成長する、おおよそ13歳頃から19歳頃の若者のこと。 
※アーカイブ      将来に残すために保存された記録物や文書類、また、その保管設備・施設等のこと。 
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図16 旧小学校施設周辺を含めた整備のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 民間活力を導入したＪＲ高蔵寺駅周辺の再整備 

【プロジェクトの概要】 

ＪＲ高蔵寺駅周辺については、高蔵寺ニュータウン及び周辺地区の玄関口として魅力あ

る顔づくりを推進する。駅北口周辺の再編整備、駅南口周辺や地下道空間の改善による駅

南北の一体感の向上等を図る。 

【創造する活動のイメージ】 

   駅利用者が駅周辺の空間にとどまり、にぎわいを創出し、高蔵寺ニュータウンや周辺の

住民も楽しみや利便性を享受できる。バスの利便性向上と自動車によるアクセスのしやす

さを同時に実現する。 

【具体的な取組の例】 

①高蔵寺ニュータウン及び周辺地区の玄関口として魅力ある顔づくりの推進 

・駅から出た瞬間に「住みたくなるまち」という印象を与える魅力的な空間の整備 

＜駅北口周辺＞ 

②公共空間の再編による交通機能の改善と魅力的な商業サービス機能の充実 

    ・バスの発着と送迎車が錯綜しないよう駅前広場を改善 

・商業及びサービス施設の集積を図り、駅利用者が買い物、飲食等で一定時間滞留で

き、昼間帯は周辺住民も含めた駅利用者がゆったりと交流できる空間を提供 

旧小学
校施設

高蔵寺高校

藤山台
中学校

旧藤山台調理場
（まちづくりの用地として活用）

東部市民
センター

商業
施設

立体横断施設
の整備
（橙点線）

歩行者ネット
ワークの整備
（緑点線）

道路の拡幅整備
（青点線）

既存の立体横断施設
（実線）

烏洞公園
（保育園の移転を検討）
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・小規模保育所等、駅前に必要なサービス機能を検討 

・老朽化した自転車駐車場を更新 

＜駅南口周辺＞ 

③周辺と一体となった駅前空間の改善 

・駅利用者の利便性を高めるため、待車場の改善及び老朽化した自転車駐車場を更新 

・周辺の公民の敷地を含めた整備のあり方について検討 

＜地下道空間＞ 

④駅南北の一体感を高めるための空間の高質化とバリアフリーの向上 

⑤高蔵寺ニュータウンに関する情報発信機能の確保 

 

図17 ＪＲ高蔵寺駅周辺の整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 旧西藤山台小学校施設への生活利便施設の誘致による整備 

【プロジェクトの概要】 

高蔵寺ニュータウンの居住の魅力を高めるため、旧西藤山台小学校施設を活用し、民間活

力の導入により、周辺地区も対象とした商業・飲食・教育・医療・福祉等の生活利便施設の

誘致・整備を進める。 

  

・商業及びサービス機能の強化
・自転車駐車場の更新

・駅前広場
の改善
・交流空間
の創出

・待車場の改善
・自転車駐車場
の更新

駅南北の一体性の確保
・空間の高質化
・情報発信機能
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【創造する活動のイメージ】 

   生活利便施設の立地により、高蔵寺ニュータウンの住民が利便性の高い暮らしを送るこ

とができ、新たな居住者を呼び込むことにもつながる。災害時の避難所、投票所機能など

を兼ね備え、地域と調和した新たな複合機能を創造する。 

【具体的な取組の例】 

①敷地内の区分けによる段階的な整備 

②土地は市が所有し、借地により民間活力を誘導 

③体育館を残置し、敷地内に避難所及び投票所機能を確保 

④スーパーマーケット、カフェなどの生活利便施設の誘致による地域の魅力向上 

⑤施設周辺の住環境の保全に対して十分に配慮 

⑥公民連携で設立したまちづくり会社によるエリアマネジメント事業と連携した土地・

施設活用の検討 

図18 旧西藤山台小学校施設の活用イメージ 
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（２）展開プロジェクト（先行プロジェクトの効果を検証して展開） 

ア 交通拠点をつなぐ快適移動ネットワークの構築 

【プロジェクトの概要】 

ＪＲ高蔵寺駅及びセンター地区を主要交通拠点に位置づけ、東西２か所にサブ交通拠点

（新たなサブ拠点）を置き、切れ目のない交通ネットワークを構築する。駅及びセンター

地区間において交通需要の拡大と輸送力の向上を図るとともに、交通拠点には多様な交通

手段を確保し、周辺に商業・サービス機能の集積を図る。 

【創造する活動のイメージ】 

   ＪＲ高蔵寺駅とセンター地区間の移動が円滑になるとともに、域内循環バス（サンマル

シェ循環バス）、広域基幹バス、新たに運行するデマンド交通との乗り換えが円滑になる。

交通拠点の周辺ににぎわいが生まれる。 

【具体的な取組の例】 

①主要交通拠点（ＪＲ高蔵寺駅、センター地区）及びサブ交通拠点（新たなサブ拠点）

を東西２か所（例：西藤山台小学校施設周辺及びナフコ石尾台店周辺）に形成 

②主要交通拠点（トランジットセンター）にはバスターミナルを、サブ交通拠点には交

通広場を設けるとともに、バリアフリーに配慮した多様な交通手段との接続を円滑化 

③交通拠点周辺には生活利便施設の集積の誘導により、にぎわいを創出 

④ＪＲ高蔵寺駅とセンター地区間において、頻度、輸送力、定時性、運転時間等の面で

高い利便性を持った新たなイメージを持つバス路線として、バス交通を強化・充実 

⑤センター地区の主要交通拠点に※パークアンドライドのための駐車場、※キスアンドラ

イドのための送迎スペース及び自転車等駐車場を設け、ＪＲ高蔵寺駅とセンター地区

間のバス需要の拡大を図り、駅前の送迎車による混雑を緩和 

⑥センター地区の主要交通拠点とサブ交通拠点を結ぶ域内循環バスの継続的な確保 

⑦交通拠点におけるデマンド乗合タクシー等のデマンド交通、※カーシェアリング、※パ

ーソナルモビリティ（小型電気自動車、シニアカー）のレンタル等の多様な交通手段

の確保を検討 

⑧センター地区の主要交通拠点と名古屋都心等を結ぶ高速バスの導入に向けた働きかけ 

⑨高蔵寺ニュータウン内の交通サービスの発着情報を一元的に提供するシステムの整備

を検討 

⑩産学官の連携により自動運転技術の導入を検討 

 

 

 
※パークアンドライド   自宅から最寄駅またはバス停まで自動車で行き、車を駐車した後、鉄道やバス等を利用して目的地に向かうこと。 
※キスアンドライド     自宅から最寄駅またはバス停まで自動車等で送り迎えをしてもらい、鉄道やバス等を利用して目的地に向かうこと。 
※カーシェアリング    自動車を必要に応じて短時間単位で借り、会員制で自動車を共同利用するシステム及びそのサービスのこと。 
※パーソナルモビリティ   先進技術を用いた立ち乗り電動二輪や１～２人乗りの小型電動コンセプトカー等を包括する次世代自動車のこと。 
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図19 交通ネットワークのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ センター地区の商業空間の魅力向上と公共サービスの充実 

【プロジェクトの概要】 

高蔵寺ニュータウンを特徴づけるワンセンター方式の商業サービス機能を担ってきたセ

ンター地区において、交通結節機能を強化するとともに、商業及びサービス機能の充実を図

る。 

【創造する活動のイメージ】 

   商業施設から東部市民センターまでのセンター地区全体を歩いて楽しむことができるよ

うになる。高蔵寺ニュータウンや周辺地区からセンター地区への公共交通によるアクセス

がしやすくなる。「まなびと交流のセンター」を始めとした他地区へのアクセスも一層便利

になる。 

【具体的な取組の例】 

①バスターミナル、パークアンドライドのための駐車場、キスアンドライドのための送迎

スペース及び自転車等駐車場を設けることによる交通結節機能の強化 

②バスターミナルにおいて、異なる交通手段間の接続を円滑化するためのプラットフォ

ームを設置 

③バスターミナルの整備にあわせて、センター地区の低利用地に商業及びサービス機能

の集積を誘導し、歩道ネットワークの充実を図り、東部市民センターと大規模小売店舗

間の回遊性を高めることによる、センター地区全体のにぎわいを創出 

主要
交通拠点

サブ
交通拠点

域内循環バス

高い利便性を持った新
た   ー を持 バ
ス路線

デマンド交通・自転車等

自動車交通

域内循環バス

広域基幹バス

鉄道
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④※トランジットモールの検討 

⑤東部市民センターの機能（市民サービス、文化・芸術）を充実 

⑥※スマートウェルネスを目指す高森台地区と藤山台地区の「まなびと交流のセンター」

との接続性を高めるため、立体横断施設等による歩道ネットワークの拡張 

 

図 20 センター地区のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ スマートウェルネスを目指した団地再生の推進 

【プロジェクトの概要】 

高森台地区をモデルとして都市再生機構の団地再生と連携し、都市再生機構賃貸住宅、

高森山、県有地を含むエリアを拠点に、高蔵寺ニュータウン全域でスマートウェルネスを

目指したまちづくりを推進する。 

【創造する活動のイメージ】 

   医療及び福祉の施設が整備され、都市再生機構賃貸住宅エリアだけでなく、戸建住宅エ

リアでもサービスが受けやすくなり、健康な生活を長く続けられるようになる。自宅に住

み続けたい人、より利便性を求める人を始めとした、多様な居住ニーズが満たされる。 

 
 
 
 
※トランジットモール   自動車交通を排除して人と公共交通だけが通行できる道路空間のこと。 
※スマートウェルネス    「健康かつ生きがいを持ち、安心安全で豊かな生活を営むこと」をまちづくりの中心に位置付け、住民が健康で元気に

幸せに暮らせることを目指す都市モデルのこと。 

ま びと交流のセンター
東部市民センター

商業サービス
機能の充実

商業施設

交通拠点

歩道ネットワークへ

高森台地区へ
（スマートウェルネスとの接続）

バス交通軸

交通拠点

回遊性の向上
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【具体的な取組の例】 

①都市再生機構賃貸住宅、県有地等において、地域包括ケアに寄与する在宅看護・介護

の事業所等の医療・福祉施設の誘導を図るとともに、※サービス付き高齢者向け住宅

（以下「サ高住」という。）等については需要に応じて適切に整備 

②高森山周辺を拠点として、ウォーキング等のスポーツ・健康づくり機能を充実 

③既存の戸建住宅を対象にサ高住並みのサービスを提供する事業所、歩いて通うことが

できる場所にあるデイサービス施設を始めとした、空き家等を活用した身近な介護の

拠点づくりを推進 

 

図21 スマートウェルネスのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）情報発信プロジェクト 

ア ニュータウン・プロモーション 

【プロジェクトの概要】 

  子育てしやすいまち等のブランドイメージを形成するため、さまざまな※プロモーショ

ンを展開する。 

【創造する活動のイメージ】 

   高蔵寺ニュータウンの最新情報や魅力が常に発信されており、高蔵寺ニュータウン外で

もまちの情報をいつでも得ることができる。 

 
 
※サービス付き高齢者向け住宅  国土交通省の定めるバリアフリー基準を満たした、安否確認や生活相談のサービスが提供される高齢者向けの 

賃貸住宅のこと。 
※プロモーション                住民や企業、各種団体に選ばれる地域となるよう、地域のイメージを高め、知名度を向上させる活動のこと。 

県有地：

医療・介護サービス
等の拠点の誘導

既存住宅団地への

地域包括ケア機能
の誘導

高森山周辺を拠点とした
スポーツ・健康機能の充実

サブ交通拠点

センター地区
ま びと交流のセンター

ネットワーク化

連携 連携
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【具体的な取組の例】 

①多様な情報提供手段を活用したまちのプロモーションの集中的な実施 

   ・ロゴ、キャラクター、キャッチフレーズを始めとした、まちの※ＣＩ（コーポレー

ト・アイデンティティ）を作成 

    ・テレビ放送、紙媒体、ウェブ、携帯アプリ等、多様な情報提供手段を総合的に活用 

    ・地域の魅力を発信する※コミュニティイベントを実施 

②ホームページ等により、まちづくりに関する情報を迅速に共有 

③高蔵寺ニュータウン・インフォメーション・センターの設置等による情報発信の場の

確保 

 

イ ニュータウンまるごとミュージアム 

【プロジェクトの概要】 

   計画的に整備された住宅団地やインフラ等の既存資産（ストック）を保全及び活用し、

「住まいづくりの先進地」としてブランドイメージを確立し、発信する多様な取組を展開

する。 

【創造する活動のイメージ】 

   高蔵寺ニュータウンのまち全体が価値のある財産として認識されるとともに、住まいに

関する情報が集積し、発信されるまちとなる。 

【具体的な取組の例】 

①住宅やまちの既存資産（ストック）を活かした「リノベーション・プロジェクト」を

展開するとともに、他地域にモデルとして成果を発信 

②計画的に整備されたインフラ・住宅等の既存資産（ストック）と景観を居住遺産とし

て積極的に評価し、保全及び活用を推進 

③日本のニュータウン開発、住まいづくりの歴史、最新の住まいづくり、まちづくりの

技術や情報を展示及び発信する施設の整備について、関係機関への働きかけ 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
※ＣＩ（ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ・ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨ） スローガン、マーク、ロゴ等を使用して、特徴や個性をはっきり提示し、共通したイメージで認識できるように

働きかけること。 
※コミュニティイベント    地域のコミュニティの活発化や円滑化を目指すため、コミュニティ内を対象として開催されるイベントのこと。 
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３ 課題に応じた主要な施策                       

  第１章で整理した課題に基づき、５つの施策分野を設定し、課題の解決に向けて具体的な

取組を推進する。 

 

（１）住宅・土地の流通促進と良好な環境の保全・創造 

【課題のとらえ方と施策の方向】 

  高蔵寺ニュータウンにおける最大の課題は、子育て世帯の流入促進であることから、住宅

や土地の市場流通を促進するための施策を講じる必要がある。一方、土地等の流通のしやす

さを追求すると土地の過剰な分割により、良好な住宅地としての質の低下を招くおそれがあ

ることから、住民の合意が可能な場合は住環境保全のための施策の導入を図る必要がある。 

【実現を目指す生活のイメージ】 

子育て世帯等の若い世代が、よりニーズにあった中古住宅や土地が購入しやすくなり、高

蔵寺ニュータウンを居住地として選ぶようになる。静かでゆったりとした住環境が整ってい

る場所では、地域の住民の希望により、質の高い暮らしを維持し続けることができる。 

【具体的な取組】 

①地区の実情を踏まえたうえで、最低敷地面積の見直しを行うとともに、※地区計画等に

よる住環境の保全を図る。例えば、狭小敷地を生み出すおそれのない一定規模以上（例

えば330㎡）の敷地については、最低敷地面積を引き下げる（例えば165㎡とする）と

ともに、実施までに５年程度の一定期間を設けて、地区計画等を導入し、良好な住環境

を保全する。 

②リノベーション提案付きの中古物件情報を提供するシステムを構築し、中古住宅の流通

促進を図る。 

③集合住宅や※テラスハウスを始めとした現代の住宅にはないデザインや間取り等を積極

的に評価し、価値に反映する仕組みの構築を図る。 

④金融機関との連携により、高蔵寺ニュータウンにおける中古を含めた住宅購入者に対し

て、優遇金利等のインセンティブを適用する。 

⑤子育て世帯の移住・定住促進のために、施設やサービスを充実するとともに、子育てしや

すいまちとして、高蔵寺ニュータウンのプロモーションを展開する。（再掲P37参照） 

 

 

 

 

 

 
※地区計画   地区の特性に相応しい良好な環境の街区を保全するため、住民の意向を反映し、建築物の形態等について市が定める計画のこと。 
※テラスハウス 複数の建物が連続してつながっている長屋建ての住宅のこと。 
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（２）身近な買い物環境の整備と多様な移動手段の確保 

【課題のとらえ方と施策の方向】 

  高蔵寺ニュータウンの課題として、商業及び生活サービスの提供と移動手段のバランスの

確保を図る必要がある。 

   ワンセンター方式を採用していることから、身近な場所に商業及び生活サービス施設が立

地していないエリアが多く、住宅地としての静穏さは確保されている一方で、若い世代にと

って魅力が乏しい。 

  また、坂道が多いことに加えて、今後、さらに高齢化が進展することから、買い物等の生

活サービスの確保に不安を感じている人が多い。 

  このため、商業及び生活サービスを身近な場所で提供できるようにする施策を講じるとと

もに、多様な移動手段を確保する施策もあわせて講じることにより、さまざまなライフスタ

イルへの対応を図る。 

【実現を目指す生活のイメージ】 

 歩いていくことができる場所に新しい店ができたり、移動販売車が来ることで気軽に買い

物をしたり、サービスを受けたり、近所の友達とおしゃべりをしたりすることができる。遠

くへ買い物等に出かけたい時に、少し歩けば公共交通が利用できる。 

【具体的な取組】 

＜身近な買い物環境の整備＞ 

①生活利便施設の立地を図るため、幹線道路の沿線を中心に※用途地域の見直しを検討する。 

②公園、空き地等を活用した移動販売車の停車スペースを確保する。 

③市内や近郊の産地と連携し、定期市（マルシェ）の開催等による※地産地消の推進を図る。 

＜多様な移動手段の確保＞ 

④交通拠点をつなぐ快適移動ネットワークを構築する。（再掲P34参照） 

⑤車両の予約、呼び出し等に係るアプリケーションを活用し、既存交通事業者（バス・タクシー等）

や地域住民ボランティアと連携した新たなモビリティサービスの導入を図る。 

⑥パーソナルモビリティ導入実証実験の実施などにより検討を行い、坂道を克服するための多様

な交通手段の確保を図る。 

⑦産学官の連携による実証実験を経て、自動運転技術を活用した小型電気自動車等の※ラストマ

イル型自動運転モビリティサービスの導入を図る。 

⑧初期に計画的に整備された歩道ネットワークを再構築するとともに、歩いて暮らせるま

ちづくりの拠点として、サブセンターの機能を見直し、更新を図る。 

 
※用途地域   種類の異なる土地利用が混じることで、互いの生活環境や業務の利便が悪くならないように、土地利用を住宅地、商業地、工業地

等いくつかの種類に区分して定めたもののこと。 
※地産地消   地域生産地域消費の略称で、地域で生産された農産物や水産物が地域内において消費されること。 
※ラストマイル 自宅からバス停までなどの近距離圏内のこと。 
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（３）多世代の共生・交流と子育て・医療・福祉の安心の向上 

【課題のとらえ方と施策の方向】 

  ニュータウン問題は、入居者の世代構成の均一性（多様性の乏しさ）に起因して、高齢化

等の課題が一斉に発生するというものである。今後は、多世代が共生する※ミクストコミュ

ニティの形成を促進する施策が重要である。その一環として、子育て環境や教育の充実を図

り、子育て世帯のニーズに対応するとともに、地域包括ケアの構築により、誰もが安心して

住み続けられる環境を整える必要がある。 

【実現を目指す生活のイメージ】 

若い世代から老後を過ごす世代まで、多様な住民がともに暮らすまちになる。住民が得意

なことを活かして、子育て、生活のサポート、介護等を互いに協力し合うまちになる。多く

の人の目で見守ることにより、子どもや高齢者の問題にいち早く気付き、問題が大きくなる

ことを防ぐことができる。 

【具体的な取組】 

＜多世代の共生・交流＞ 

①団地再生、既存住宅のリノベーション及び流通促進、スマートウェルネスの推進等を通

じて、多様な世代のニーズにあった住宅の供給や世帯の変化に応じた円滑な住み替えを

促進し、多世代が共生するミクストコミュニティの形成を推進する。 

②旧小学校施設を活用した交流拠点を整備するとともに、空き家等を活用した身近な交流

の場のネットワークを形成し、多世代の交流を促進する。 

③多世代の共生や交流を支えるための施設やサービスの充実を図ることにより、地域の雇

用を創出する。 

＜安心して子育てができる環境の整備及びサービスの充実＞ 

④新たな小学校に設置される学校地域連携室を活用し、地域と学校の連携のあり方を研究

し、推進する。 

⑤子育て世帯の流入促進により、１学年複数学級の維持を図る。 

⑥小中連携教育のあり方を研究することにより、特色ある教育を推進する。 

⑦児童館の開設、放課後児童クラブの充実等により、子どもの居場所を確保する。 

⑧東部子育てセンターの充実等により、子育て支援を推進する。 

⑨発達障がい児への支援の充実を図るため、児童発達支援センターの設立の促進等を推進

する。 

 

 

 
※ミクストコミュニティ  多様な世代がいきいきと暮らし続けられる住まい・まちづくりを目指し、若者から子育て世帯、高齢者世帯等、多様な

世帯がバランスよく共生しているコミュニティのこと。 
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＜地域包括ケアの推進＞ 

⑩地域包括支援センターの設置、身近な交流の場の確保、既存団地等への在宅介護・訪問

看護機能の導入、住民相互の見守りや支え合い等の互助の推進、市民団体の活動の推進

等により、地域資源を最大限活用した地域包括ケアの実現を目指す。 

⑪既存団地や空き家等を活用し、住み慣れた自宅でサ高住並みのサービスが享受できる環

境を整備する。 

⑫空き家等を活用し、デイサービス等の身近な介護施設の立地を促進する。 

 

図 22 多世代の共生・交流のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）既存資産（ストック）の有効活用による多様な活動の促進 

【課題のとらえ方と施策の方向】 

  高蔵寺ニュータウンの最大の強みは、計画的に整備されたことにより、育まれてきた豊か

なインフラや住宅等の既存資産（ストック）の集積である。多大なコストをかけて全てを再

整備するのではなく、知恵と工夫により既存資産を有効に活用し、地域住民による多様な活

動を促進し、まちの魅力の向上を図ることが重要である。 

【実現を目指す生活のイメージ】 

住宅、道路、公園等を新しく造るのではなく、これまでに造られた既存資産（ストック）

を直したり、きれいにしたりしながら、みんなで使える場所を数多く生みだして、いきいき

とした活動があちこちで行われるようになる。 

 

共生のための住宅提供 

団地再生 

交流拠点整備 

交流の場 雇用創出 

学校の地域連携 

子どもの居場所 

地域包括支援センター 

多世代交流ネットワーク 

子育て環境の充実 

在宅看護・訪問看護 

中古住宅リノベー

ション・流通 

子育て支援 スマート 

ウェルネス 

複数学級の維持 

発達障がい児支援 

見守り・支え合い 

戸建てサ高住 

地域包括ケア 

身近な介護施設 



第２章 高蔵寺リ・ニュータウン計画 

 

43 

 

【具体的な取組】 

①集合住宅の上階にある空き家を事務所、倉庫、共同スペースにする等、ライフスタイル

提案型の集合住宅のリノベーションを推進する方策を検討することにより、集合住宅や

公共建築物のリノベーションによって付加価値を創造する。 

②一斉に老朽化しつつある道路、公園等のインフラの改修を推進するため、発注者支援等

により早期の事業実施を図るとともに、あわせて高蔵寺ニュータウン独自の公共施設の

景観基準を作成・適用し、景観の向上を図る。 

③集会施設、※インキュベーション施設、サロン等への用途転用による空き家の利活用、 

移動販売車・訪問介護車等の駐車場または共有の広場として空き地を利活用することに

より、市民の協働、コミュニティビジネス、シニアベンチャー等のための空間を確保す

るとともに、公的サービスの充実を図る。 

④個人が保有する遊休資産（住宅、自動車等）を活用するため、シェアリングを推進する

仕組づくりについて、規制緩和の動向を注視しつつ、特区提案も含め検討する。 

⑤広幅員の幹線道路について、充分に活用されていない沿道空間を積極的に活用する方策

の検討や道路空間の再配分・利活用による交通改善とまちの活性化を図る。 

⑥住民ニーズに対応した公園の仕様変更等の住民参加による公園のリノベーションを推進

するとともに、定期市やイベント等の多様な公園利用の推進を図る。 

⑦高森山周辺を健康づくりの場の拠点として整備するとともに、住民参加型による適切な

維持管理体制を整える。 

 

（５）高蔵寺ニュータウンを超えた広域的なまちづくりの推進 

【課題のとらえ方と施策の方向】 

  高蔵寺ニュータウン単独ではなく、名古屋市の東方やＪＲ中央本線沿線の住宅地の集積を

活かした施設誘致、情報発信等により、広域的な資源集積を活かしたまちづくりと認知の向

上が必要である。 

【実現を目指す生活のイメージ】 

高蔵寺ニュータウン周辺の住民も利用したくなる店舗や施設が充実することで、質の高い

商品やサービスが提供され続ける。高蔵寺ニュータウンを中心に名古屋市の東方エリアが住

まいのブランドとして認識され、多くの人々が高蔵寺ニュータウンに質の高い住まいを求め

て移り住むようになる。 

【具体的な取組】 

①子ども、高齢者、障がい者等を対象とした福祉施設を始めとした高蔵寺ニュータウン周

辺の地区に寄与する施設を整備し、高蔵寺ニュータウン外におけるサービス供給拠点と

しての機能を充実する。 
 

 
 
※インキュベーション  卵を孵化するという語源から派生して、ベンチャー企業を支援するサービス・活動のこと。 



第２章 高蔵寺リ・ニュータウン計画 

 

44 

 

②商業・サービスの提供エリアを広域的に想定した生活利便施設の充実、高蔵寺ニュータウ

ン周辺の観光資源（東谷山フルーツパークや都市緑化植物園等）のＰＲを一体的に実施す

る等、名古屋市守山区の志段味地区を始めとした近隣の住宅地との機能の相互補完によ

り、人口集積を活かしたまちづくりを推進する。 

③近隣の住宅地やＪＲ中央本線沿線の住宅地の魅力を連携して創造・発信することにより、

魅力的な住宅地の集積エリアとしての認知を高める。 

④愛知環状鉄道沿線に立地する企業の従業者の居住ニーズに対応した、住宅供給とサービ

スの充実を推進する。 

 

図23 広域的なまちづくりのイメージ 
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４ 計画の推進と見直し                           

（１）まちづくりの担い手の形成 

〇地域住民、事業者の参加・協力を得て、まちづくりの担い手としてまちづくり会社を創

設する。 

○当初は、旧小学校施設（旧藤山台東小学校施設）の運営を目的に設立するとともに、将

来的には、高蔵寺ニュータウンの※エリアマネジメントを担う会社として、公共施設の

管理運営、空き家等の不動産の流通促進、交通・情報サービスの提供等を行う。 

 

（２）多様な主体による主体的な取組と相互の連携の推進 

○自治組織、市民団体、事業者、各種団体、大学及び行政等の幅広い、多様な主体の参加

により、まちづくりに必要な情報共有、合意形成を推進する組織として、「（仮称）高蔵

寺リ・ニュータウン推進協議会」（以下「全体協議会」という。）を設置する。 

〇全体協議会のもとに、「（仮称）高蔵寺リ･ニュータウン地区協議会」（以下「地区協議会」

という。）を設置し、まちづくりに対する住民ニーズのより細やかな反映を図る。 

○平成30年の高蔵寺ニュータウン「まちびらき50周年」において、さまざまなまちづく

りの取組を発信するイベントを開催することとし、全体協議会が企画・運営を行うこと

を目指す。 

〇高蔵寺ニュータウンの住宅需要の拡大を図ることで、都市再生機構における今後の団地

再生に係る方針や取組への反映を促し、民間活用を含む多様な手法による団地再生の推

進を図る。 

〇市民団体の活動の場の確保、ビジネス機会の創出、大学の地域貢献活動との連携等によ

り、市民団体、事業者、大学等の活動を促進する。 

 

（３）計画の推進と見直しの仕組み 

○インフラの整備等、計画に必要な事業の推進を図るため、国、県、都市再生機構等と緊

密な連絡調整を図る体制を引き続き維持するとともに、連携強化を図る。 

〇地区協議会が、地区ごとのまちづくりの方針を検討し、高蔵寺ニュータウン全体のまち

づくりへの反映を図る中で、適時計画の見直しを行う。 

〇有識者等による「（仮称）高蔵寺リ・ニュータウン推進会議」を設置し、※ＰＤＣＡサイ

クルにより、本計画に基づくプロジェクト及び施策の実施状況や成果目標の達成状況に

ついて評価・検証を行い、適時計画の見直しを行う。 

 

 
※エリアマネジメント 快適な環境の創出や美しい街並み形成、まちのブランド形成や良好なコミュニティ形成といったハード・ソフト両面にお 

いて、地域の良好な環境や価値の維持・向上を目的とする、地域住民や事業主体等による自主的な取組のこと。 
※ＰＤＣＡサイクル  Plan（立案・計画）、Do（実施）、Check（検証・評価）、Action（改善）の頭文字を取ったもので、政策の実施にあたって 

計画から見直しまでを一貫して行い，さらにそれを次の計画・事業に活かすこと。 
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図24 推進体制のイメージ 
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（仮称）高蔵寺リ・ニュータウン計画概念図（打ち上げ花火型構造） 

 

センター地区を都市核として位置づけ、商業・公共サービス・交通の機能が集約され

たにぎわいのあるエリアとしての持続性を高めていく。ＪＲ高蔵寺駅周辺を高蔵寺ニュ

ータウンや周辺地区を代表する「都市の顔（ゲートウェイ）」として位置づけ、商業・

サービス等の高次の機能を誘引し、質の高い空間を実現する。センター地区と駅周辺の

間を「都市軸」として位置づけ、空間的な距離感を感じない、緊密な交通により結びつ

ける。高蔵寺ニュータウン内には、身近なサービス拠点として新たに「サブ核」を東西

に設け、センター地区との間を切れ目の無い「域内ネットワーク」で結ぶ。センター地

区を中心に、高蔵寺ニュータウン周辺の地区に対しても「連携軸」を通じて広域的にサ

ービスを提供する。高森山を中心に、地域の住民が健康でありつづけるためのサービス

や空間を提供する「スマートウェルネスエリア」と位置づけ、その活動の成果をニュー

タウン全体に展開する。 

 

まなびと交流の
センター

にぎわい
のセンター

都市核

ゲートウェイ
（都市の顔）

鉄道

都市軸

域内ネット
ワーク

域内ネット
ワーク

サブ核

サブ核

連携軸

スマート

ウェルネス
エリア



項目

旧小学校施設（旧藤山台東小学校）を活用
した多世代交流拠点の整備

民間活力を導入したＪＲ高蔵寺駅周辺の再
整備

旧西藤山台小学校施設への生活利便施設の
誘致による整備

交通拠点をつなぐ快適移動ネットワークの
構築

センター地区の商業空間の魅力向上と公共
サービスの充実

スマートウェルネスを目指した団地再生の
推進

ニュータウン・プロモーション

ニュータウンまるごとミュージアム

住宅・土地の流通促進と良好な環境の保
全・創造

身近な買い物環境の整備と多様な移動手段
の確保

多世代の共生・交流と子育て・医療・福祉
の安心の向上

既存資産（ストック）の有効活用による多
様な活動の促進

高蔵寺ニュータウンを超えた広域的なまち
づくりの推進

課
題
に
応
じ
た
主
要
な
施
策

短期（１～３年後） 中期（４～７年後） 長期（８～10年後）

高蔵寺リ･ニュータウン計画工程表

先
導
的
な
主
要
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

旧小学校施設を活用した交流拠点整備

児童発達支援センター設立の促進

多様な交通手法の確保の検討

用途地域の見直しの検討

リノベーション提案付きの中古物件情報を提供するシステムの構築

最低敷地面積の見直しと住環境の保全

空き家の用途転用による利活用及び空き地の利活用

集合住宅等のリノベーションの推進

高蔵寺ニュータウン外におけるサービス供給拠点としての機能の充実

高蔵寺ニュータウン周辺の観光資源の一体的なＰＲの実施

4
8
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◆参考資料◆ 

 

１ 検討の体制と経緯                            

 

⑴ 検討の体制  

高蔵寺ニュータウン未来プランの策定にあたり、まちづくりの専門家等の意見や地域住

民等の意見を取り入れ、より良い計画とするため、有識者、市民、関係団体等で構成する外

部委員組織「高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会（委員長：瀬口哲夫名古屋市立

大学名誉教授）」を設置し、未来プランの策定に向けた検討を行った。委員会に専門部会を

置き、学識経験者による専門的・技術的な見地からの検討を行った。 

また、未来プランの原案の検討及び未来プランに掲げる取組を推進するため、組織横断的

な内部組織として「高蔵寺リ・ニュータウン推進本部」を設置するとともに、地域の住民の

意見を未来プランに反映させるため、ワークショップや意見交換会を開催した。 

 

 

 ⑵ 検討体制概要図 

   外部委員組織である「高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会」と組織横断的な内

部組織である「高蔵寺リ・ニュータウン推進本部」の概要は次のとおりである。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統括責任者：中村幹雄副市長

各関係部長

【事務局】
ニュータウン創生課

【委員】
〇有識者
（都市計画・交通計画・福祉等の分野）

〇春日井商工会議所、自治会等代表、
ＮＰＯ団体

〇公募委員
〇高蔵寺ニュータウンセンター開発㈱、
広報大使、副市長

【オブザーバー】
〇中部地方整備局
〇愛知県
〇ＵＲ都市機構

【事務局】
高蔵寺リ･ニュータウン推進本部
ニュータウン創生課

高蔵寺ニュータウン未来プラン
策定検討委員会

高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討体制概要図

本部長（服部敦市政アドバイザー）

副本部長
（前川広企画政策部長・

熊木雄一まちづくり推進部長）

外部委員組織 組織横断的な内部組織

高蔵寺リ・ニュータウン
推進本部
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⑶ 高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、春日井市附属機関設置条例（平成27年春日井市条例第２号）第４条の

規定に基づき、春日井市高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会（以下「委員会」

という。）の組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

 （委員） 

第２条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

 ⑴ 優れた識見を有する者 

⑵ 公共的団体等の代表者又は推薦を受けた者 

⑶ 公募による市民 

⑷ 春日井市副市長 

⑸ 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

 （任期） 

第３条 委員の任期は、１年とする。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第４条 委員会に、会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員がその

職務を代理する。 

  （会議） 

第５条 委員会の会議は、会長が必要と認めたとき又は市長から要請があったときに、会長

が招集し、会長がその会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、委員会の会議に関係者の出席を求め、説明又は

意見を求めることができる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、企画政策部ニュータウン創生課において処理する。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、会長が委員会に

諮って定める。 

 

附 則 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 
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⑷ 高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会委員名簿 

 

氏名 肩書 

◎〇瀬口 哲夫 名古屋市立大学名誉教授 

〇杉村 公也 中部大学生命健康科学部作業療法学科特任教授 

〇磯部 友彦 中部大学工学部都市建設工学科教授 

〇有田 智一 筑波大学システム情報系社会工学域教授 

〇生田 京子 名城大学理工学部建築学科准教授 

髙栁 通 春日井商工会議所特別常議員 

水谷 芳彦 春日井市区長町内会長連合会副会長 

南部 哲男 東部ほっとステーション運営協議会会長 

田中 久美子 公募委員 

林 正彦 公募委員 

岡本 広明 高蔵寺ニュータウンセンター開発㈱代表取締役社長 

松村 亜矢子 春日井広報大使 

中村 幹雄 春日井市副市長 

   ※◎会長、〇専門部会構成員 

【オブザーバー】 

 

 

  

 

 

 

国土交通省中部地方整備局 

愛知県 

ＵＲ都市機構 
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⑸ 高蔵寺リ・ニュータウン推進本部設置要綱 

 

（設置） 

第１条 高蔵寺ニュータウンの総合的なまちづくりを進めるため、高蔵寺リ・ニュータウン

推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 推進本部は、次に掲げる事項について検討する。 

 ⑴ 高蔵寺ニュータウンの総合的なまちづくりに関すること 

 ⑵ 高蔵寺ニュータウン未来プランの策定及び推進に関すること 

⑶ 前２項に掲げるもののほか、高蔵寺ニュータウンに関する重要な事項 

 （組織） 

第３条 推進本部は、別表第１に掲げる職にある者をもって組織する。 

２ 推進本部に本部長を置き、春日井市市政アドバイザーをもって充てる。 

３ 推進本部に副本部長を置き、企画政策部長及びまちづくり推進部長をもって充てる。 

 （本部長の職務） 

第４条 本部長は、会務を総理する。 

２ 本部長に事故があるとき又は本部長が欠けたときは、あらかじめ本部長が指名する副本

部長がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 推進本部は、本部長が必要に応じて招集する。 

２ 推進本部は、委員の半分以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 本部長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見又は

説明を求めることができる。 

（庶務） 

第６条 推進本部の庶務は、企画政策部ニュータウン創生課において処理する。 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営について必要な事項は、本部長が定

める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成27年５月26日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

 

 春日井市市政アドバイザー 

企画政策部長 

総務部長 

 市民生活部長  

文化スポーツ部長  

健康福祉部長  

青少年子ども部長  

環境部長  

産業部長  

 まちづくり推進部長 

建設部長 

上下水道部長 
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⑹ 高蔵寺リ・ニュータウン推進本部員名簿 

 

区分  

本部長 服部敦市政アドバイザー 

副本部長 企画政策部長  

〃 まちづくり推進部長 

委員 総務部長 

〃 市民生活部長 

〃 文化スポーツ部長 

〃 健康福祉部長 

〃 青少年子ども部長 

〃 環境部長 

〃 産業部長 

〃 建設部長 

〃 上下水道部長 
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⑺ 検討の経緯 

  

 

 

開催日 審議内容等 

平成27年７月９日 

第１回春日井市高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会 

・諮問 

・高蔵寺ニュータウンの現状と課題について 

・高蔵寺ニュータウン未来プランの基本構成について 

・今後の検討スケジュールについて 

平成27年８月21日 
第１回専門部会 

・「（仮称）高蔵寺リ・ニュータウン計画」骨子案について 

平成27年９月19日 

       26日 
高蔵寺ニュータウン未来プランワークショップ（34名参加） 

平成27年10月23日 
第２回春日井市高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会 

・「（仮称）高蔵寺リ・ニュータウン計画」骨子案について 

平成27年11月～12月 
高蔵寺ニュータウン未来プラン意見交換会 

 （７か所開催、165名参加） 

平成27年12月６日 
第２回専門部会 

・「（仮称）高蔵寺リ・ニュータウン計画」（案）について 

平成28年１月８日 
第３回春日井市高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会 

・「（仮称）高蔵寺リ・ニュータウン計画」（案）について 

平成28年１月22日 高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会から市長へ答申 

平成28年２月６日～     

      ３月７日 
市民意見公募（パブリックコメント） 

高蔵寺リ・ニュータウン計画（案）に対する市民意見公募の結果 

 募集期間：平成28年２月６日～平成28年３月７日 

 募集結果：18名 50件 
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⑻ ワークショップ開催結果（かわら版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高蔵寺 ニ ュ ー タ ウ ン 未来 プ ラ ン
ワークショップを開催しました！！

市では、高蔵寺ニュータウンが「いつまでも安心して快適に住むことができるまち」であり続けるために、実
現性が高いプロジェクトと夢や希望を抱くことができる展望を併せ持つ計画として、高蔵寺ニュータウン未来プ
ラン（仮称 高蔵寺リ・ニュータウン計画）を策定するにあたり、皆様のご意見を「未来プラン策定」に反映さ
せるため、ワークショップを開催しました。高蔵寺ニュータウンに、熱い想いを持った公募の３４名の方が集ま
り、 9 月19 日（土）と9月26日（土）の２日間に渡り、高蔵寺ニュータウンの課題について皆で一緒に考えま
した。
「買い物･交通」、「駅周辺の賑わい創出」、「空き家活用によるコミュニティの活性化」の３つのテーマごと

に分かれて活発な議論を行いました。

最初にそれぞれのグループがテーマについて、その現状の課題を話し合ったあ
と、課題を解決するための、アイデアを出し合いました。

テーマ
（グループ）

買い物･交通
駅周辺の賑わ
い創出

空き家活用
（１班）

空き家活用
（２班）

グループで出さ
れた課題

・ニュータウン内は大
きな土地がなく、スー
パーができない。

・ニュータウン内に
スーパーが少ない。

・深夜バスは終電よ
り早く終わってしまう。

・利用者が減りバス
の本数も減ってきて
いる。
・運賃が高い

・買い物にすべての
路線が便利なわけで
はない。
など

・人が立ち寄る魅力
的なお店や施設がな
い。

・人々にとって通過駅
になってしまっている。

・駅前広場がバス、タ
クシー、マイカーで占
領されている。

・送迎車が多く渋滞
が多い。

・南北の通路が暗く、
行き来が不便である。

・駅周辺にコインパー
キングが多い。
など

・日本全国で空き家
率の上昇と新設住宅
着工件数の減少が
見られ、ニュータウン
も例外ではない。

・戸建ての空き家や
ＵＲ賃貸の空き家の
増加

・雑草や植栽が繁茂
している。

・ニュータウンに住む
人と外に住む人との
イメージの違い。
など

・住民の世代交代が
なく、持ち主も手放い
ため、空き家が増加

・区画が大きいため
空き家を購入しづら
い。

・空き家の増加により、
景観が悪化

・空き家の増加により
防犯上のリスクが高
まり、住環境の価値
が下がり、まちの活
力が低下する。
など

ステップ１

必ず、お名前とご連絡先（ご住所、お電話番号）を記入いただき、下記へお送りください。

郵送、ファックス、Ｅ-mailのほか、直接持参でも結構です。

宛先：春日井市企画政策部ニュータウン創生課（〒486-8686春日井市鳥居松町5-44）

FAX  0568-83-9988 E-mail  nt-sosei@city.kasugai.lg.jp

●ワークショップに参加できなかった地域の皆様、ご意見を大募集！！
このかわら版を読んで「私もアイデアや意見がある！」方は、あなたの声をぜひお寄せください。

皆さんの声も
お寄せください！
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グループで出たアイデアを提案としてまとめ、発表に向けた準備を行い、みんな
の前で発表しました。

ステップ２

★中央台のアピタを中心とした路線にして、高蔵寺
ニュータウン内を網羅する。

★駅から中央台までは大きなバスで運行する。
★乗り換え割引サービスを実施する。
★道風くん（移動販売車）を藤山台と石尾台だけでなく
他の地区でも実施する。

★ネットスーパーを使うためのＩＴ講座を開催する。
★コンビニとスーパーの中間のような施設を誘致する。
など

買い物･交通グループの提案

★飲食街、スーパー、医療モール、シネコンなどの
商業施設を誘致する。

★図書室、子育て支援施設など、公共的な施設を
整備する。

★南口との連絡を強化する。
★駅舎の地下にバスロータリーなどを設置し、バスと電車の乗り換えの利便性の
向上を図りつつ、空いた駅前広場にシンボルツリーを植えたり、イベント広場と
して利用できるよう整備する。

など

駅周辺の賑わい創出グループの提案

★モデル地区を設定し、空き家を地区の拠点として活用する。
★空き地、空き家を発展余地として宣伝や売り込みを行う。
★賛同者で出資を募り、空き家や空き地を借り、集会や遊び場などに利用する。
★空き家バンクのように空き家を一括管理する。
★空き地を農地として活用する。
★新聞やテレビなどで、自然環境の良さや治安が
良いことなどを情報発信し、空き家への居住を促す。

★町内会にて街の美化に努める。
など

空き家活用（１班）グループの提案

★空き家の多いＵＲ賃貸の５階を学生に格安で貸す。
★空き家を街の保健室の拠点として活用する。
★空き家を子育て支援室として活用する。
★空き家を住民の集会所として活用する。
★組織をつくり、空き家の情報収集を行う。
★ライフスタイルの提案など、ニュータウン内外への情報発信を行う。
★子育て施設や高齢者ケアシステムなど不足するインフラを整備する。
など

空き家活用（２班）グループの提案

今回のワークショップには、多くの方にご参加いただきありがとうございました。白熱した議論、
意見交換が行われ、説得力のある提案が多く出されました。今回いただいた提案については、
可能な限り、未来プランに反映させて、未来プランをより良いものにしていきたいと思います。
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⑼ 意見交換会開催結果（かわら版） 
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２ 計画の一部改定                             

 

⑴ 計画の一部改定の体制  

有識者等により設置された「高蔵寺リ・ニュータウン推進会議」は、ＰＤＣＡサイクルに

より、本計画に基づくプロジェクト及び施策の実施状況や成果目標の達成状況について評

価・検証を行い、適時計画の見直しを行うこととしている。 

平成 28 年３月の計画策定から２年が経過した平成 30 年度に、新たなプロジェクトとし

て位置付けることが適当な事項等について、春日井市高蔵寺リ・ニュータウン推進会議にお

いて計画の部分的な見直し作業を行った。 

 

⑵ 一部改定の経緯 

 

 

 

開催日 審議内容等 

平成30年７月27日 

平成30年度第１回春日井市高蔵寺リ・ニュータウン推進会議 

・平成30年度春日井市高蔵寺リ・ニュータウン推進会議の 

進め方について 

・高蔵寺リ・ニュータウン計画の見直し（骨子）案について 

平成30年10月19日 

平成30年度第２回春日井市高蔵寺リ・ニュータウン推進会議 

・高蔵寺リ・ニュータウン計画（一部改定中間案）について 

・パブリックコメントの実施について 

平成30年11月１日～     

     11月 30日 
市民意見公募（パブリックコメント） 

平成31年１月21日 
平成30年度第３回春日井市高蔵寺リ・ニュータウン推進会議 

・高蔵寺リ・ニュータウン計画の見直し（最終案）について 

高蔵寺リ・ニュータウン計画（一部改定中間案）に対する市民意見公募の結果 

 募集期間：平成30年11月１日～平成30年11月30日 

 募集結果：４名 14件 
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⑶ 春日井市高蔵寺リ・ニュータウン推進会議規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、春日井市附属機関設置条例（平成27年春日井市条例第２号）第４条の規

定に基づき、春日井市高蔵寺リ・ニュータウン推進会議（以下「推進会議」という。）の組織

及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（委員） 

第２条 推進会議の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

 ⑴ 優れた識見を有する者 

⑵ 公共的団体等の代表者又は推薦を受けた者 

⑶ 公募による市民 

⑷ 春日井市副市長 

⑸ 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年以内とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第４条 推進会議に、会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職

務を代理する。 

（会議） 

第５条 推進会議の会議は、会長が招集し、会長がその会議の議長となる。 

２ 推進会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 推進会議の会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

４ 推進会議は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、説明又は意見を求め

ることができる。 

（庶務） 

第６条 推進会議の庶務は、まちづくり推進部ニュータウン創生課において処理する。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、会長が推進会議に諮って定める。 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

（春日井市高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会規則の廃止） 

２ 春日井市高蔵寺ニュータウン未来プラン策定検討委員会規則（平成27年春日井市規則第７

号）は、廃止する。 



 　　　　　　３　課題に対するプロジェクト及び主要な施策の関連表
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旧小学校施設（旧藤山台東小学校）
を活用した多世代交流拠点の整備 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

民間活力を導入したＪＲ高蔵寺駅
周辺の再整備 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

旧西藤山台小学校施設への生活利便
施設の誘致による整備 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

交通拠点をつなぐ快適移動ネット
ワークの構築 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

センター地区の商業空間の魅力向上
と公共サービスの充実 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

スマートウェルネスを目指した団地
再生の推進 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ニュータウン・プロモーション 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ニュータウンまるごとミュージアム 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

住宅・土地の流通促進と良好な環境
の保全・創造 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

身近な買い物環境の整備と多様な移
動手段の確保 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

多世代の共生・交流と子育て・医
療・福祉の安心の向上 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

既存資産（ストック）の有効活用に
よる多様な活動の促進 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ニュータウンを超えた広域的なまち
づくりの推進 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

6
1

公共公益施設の状況
 社会基盤施設
 の状況

自治組織・
市民団体の
状況

防災・防犯
の状況

住民の意識商業・工業の状況　　　　課　　　題

先導的な主要プロジェクト・
課題に応じた主要な施策

　高蔵寺ニュータウンの特性と
　周辺との関係

人口・世帯の動向 住宅・土地の状況 交通の状況
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